
 

 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

国立大学法人愛知教育大学 
 

 

第 ２０ 期 

自 令和５ 年 ４ 月 １ 日 

至 令和６ 年 ３ 月 31 日 
 

有限責任 あずさ監査法人 

令和６年６月 
監査報告書 

監査対象 
その他の報告事項の対象 

財務諸表 
利益の処分に関する書類（案） 
事業報告書（会計に関する部分に限る） 
決算報告書 

© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law 
and a member firm of the KPMG global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, 
a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

本監査報告書（電子署名が付されているものを含む。）については、法令等に基づき利用す

る場合及び行政又は司法機関の命令若しくは要請等に応じる場合を除き、当監査法人が指

定する事前の書面による承諾なく、Web掲載を含む転載等又は第三者に対して報告書等の

全部若しくは一部を問わず開示、引用、要約、翻訳、言及若しくは配布してはならない。 



 

独立監査人の監査報告書 

 

令和６年６月 21日 

国立大学法人愛知教育大学 

学長 野 田 敦 敬 様 

 

有限責任 あずさ監査法人 

名古屋事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 内 田 宏 季 

 

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、国立大学法人法第 35 条の２において準用する独立行政法人通則法（以下「準用

通則法」という。）第 39条の規定に基づき、国立大学法人愛知教育大学の令和５年４月１日から令

和６年３月 31 日までの第 20期事業年度の財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下

同じ。）、すなわち、貸借対照表、損益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重

要な会計方針、その他の注記及び附属明細書（関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基づ

き記載している部分を除く。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠して、国立大学法人愛知教育大学の令和６年３月 31 日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に準拠

して監査を行った。国立大学法人等の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査に

おける会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、国立大学法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽表示

をもたらす学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認め

られなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽

表示の要因とならない学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の

有無について意見を述べるものではない。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。学長の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにあ

る。 
当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

 



 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する学長及び監事の責任 

学長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の会計の基準に準拠

して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為による

重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために学長が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）

の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査

に関連する内部統制を検討する。 

・ 学長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに学長によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを

評価する。 

・ 学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び国立大学法人等の監査の基準で求

められているその他の事項について報告を行う。 

  



 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、準用通則法第 39 条の規定に基づき、国立大学法人愛知教育大学の令和５年４月

１日から令和６年３月 31 日までの第 20 期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、事業報告書

（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書について監

査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち、会計帳簿の記録に

基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、国立大学法人愛知教育大学の財政状態及び運営

状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、学長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているものと認める。 

 

学長及び監事の責任 

学長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態及び運

営状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに学長による予算の区分に従って、決算の状

況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態及び運営状況を正しく示しているか、並びに決算報

告書が学長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場

から報告することにある。 

 

＜報酬関連情報＞ 

 当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、国立大学法人の監査証明

業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、事業報告書の「１１．役員等の状況（２）

会計監査人の氏名又は名称及び報酬」に記載されている。 

 

利害関係 

国立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以 上 
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国立大学法人愛知教育大学  
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(単位：千円）


資産の部


Ⅰ　固定資産


１　有形固定資産


土地 36,950,016


減損損失累計額 -27,827 36,922,189


建物 18,541,187


減価償却累計額 -9,340,114


減損損失累計額 -66,983 9,134,089


構築物 2,396,954


減価償却累計額 -1,349,894


減損損失累計額 -8,333 1,038,727


工具器具備品 1,141,236


減価償却累計額 -1,002,596 138,640


図書 2,080,793


美術品・収蔵品 25,606


車両運搬具 36,108


減価償却累計額 -30,397 5,711


有形固定資産合計 49,345,757


２　無形固定資産


ソフトウェア 560,429


その他の無形固定資産 611


無形固定資産合計 561,040


３　投資その他の資産


減価償却引当特定資産 70,200


預託金 152


投資その他の資産合計 70,352


固定資産合計 49,977,150


Ⅱ　流動資産


現金及び預金 2,299,989


未収学生納付金収入 19,869


未収入金 711,689


たな卸資産 8,193


前渡金 723


その他の流動資産 2,078


流動資産合計 3,042,543


資産合計 53,019,694


負債の部


Ⅰ　固定負債


長期繰延補助金等（注） 456,021


長期借入金 87,588


引当金


退職給付引当金 453 453


資産除去債務 358,570


固定負債合計 902,633


Ⅱ　流動負債  


運営費交付金債務（注） 193,975


預り施設費（注） 699,210


預り補助金等（注） 56


寄附金債務（注） 195,729


前受受託研究費 547


前受金 13,969


預り金 193,829


一年以内返済予定長期借入金 9,732


未払金 1,269,553


リース債務 14,080


流動負債合計 2,590,683


負債合計 3,493,317


純資産の部


Ⅰ　資本金


政府出資金 43,693,912


資本金合計 43,693,912


Ⅱ　資本剰余金


資本剰余金 11,443,841


減価償却相当累計額（－）（注） -9,443,708


減損損失相当累計額（－）（注） -102,510


利息費用相当累計額（－）（注） -86,814


除売却差額相当累計額（－）（注） -762,899


資本剰余金合計 1,047,907


Ⅲ　利益剰余金


前中期目標期間繰越積立金（注） 307,303


教育研究環境整備等積立金 321,654


積立金 3,949,135


当期未処分利益 206,463


（うち当期総利益　206,463）


利益剰余金合計 4,784,556


純資産合計 49,526,376


負債純資産合計 53,019,694


（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。


貸借対照表
令和6年3月31日　現在


-  １  -







（単位：千円）


経常費用


業務費


教育経費 1,296,401


研究経費 107,993


教育研究支援経費 109,270


受託研究費 2,434


受託事業費等 11,531


役員人件費 123,018


教員人件費


常勤教員給与 3,965,584


非常勤教員給与 201,958 4,167,543


職員人件費


常勤職員給与 1,006,543


非常勤職員給与 305,860 1,312,404 7,130,598


一般管理費 251,951


財務費用


支払利息 1,390 1,390


経常費用合計 7,383,940


経常収益


運営費交付金収益（注1） 4,504,812


授業料収益 2,146,143


入学金収益（注1） 294,811


検定料収益 61,519


受託研究収益（注1） 3,125


受託事業等収益（注1） 12,709


寄附金収益（注1） 94,050


施設費収益 142,180


補助金等収益（注1） 163,618


財務収益


受取利息 322 322


雑益


財産貸付料収入 58,088


文献複写料収入 380


物品受贈益 98


研究関連収入 20,252


その他の雑益 36,527 115,348


経常収益合計 7,538,641


経常利益 154,700


臨時損失


固定資産除却損 5,682


前期損益修正損 615


アスベスト除去費用 9,463


PCB廃棄物処理費 429 16,190


臨時利益


前期損益修正益 26


施設費収益 9,463 9,489


当期純利益 147,999


前中期目標期間繰越積立金取崩額（注1） 58,464


当期総利益 206,463


（注1）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。


（注2）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


当期総利益 206,463


減価償却相当額 -559,771


利息費用相当額 -1,891


除売却差額相当額 -757


賞与引当増加相当額 -2,744


退職給付引当増加相当額 23,658


小計 -541,507


施設費収益相当額 506,167


その他 28,739


資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 199,863


（注3）退職給付引当相当額のうち国または地方公共団体からの出向職員分 -77,293


（注4）科学研究費助成事業等に関する注記


当期受入額 76,665


当期支出額 80,367


損益計算書
自　令和5年4月 1日　　　　至　令和6年3月 31日


-  ２  -







（単位：千円）


うち当期総利益


43,693,912       43,693,912       10,933,464       -8,954,569       -102,510         -84,923          -716,040         1,075,421        394,507          -                -                4,270,789        -                4,665,296        49,434,630       


Ⅰ　資本金の当期変動額
Ⅱ　資本剰余金の当期変動額


固定資産の取得                                   534,907                                                                              534,907                                                                                                                534,907          
固定資産の除売却                                   -24,530          70,632                                             -46,859          -757                                                                                                                   -757             
減価償却                                                    -559,771                                                            -559,771                                                                                                               -559,771         
時の経過による資産除去債務の増加                                                                                      -1,891                            -1,891                                                                                                                 -1,891           


Ⅲ　利益剰余金の当期変動額
（１）　利益の処分
　　　　利益処分による積立                                                                                                                                                          321,654          3,949,135        -4,270,789                        -                -                
（２）　その他
　　　　当期純利益                                                                                                                                                                                            206,463          206,463          206,463          206,463          
　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額                                                                                                                                         -87,203                                                                              -87,203          -87,203          


当期変動額合計 -                -                510,376          -489,139         -                -1,891           -46,859          -27,513          -87,203          321,654          3,949,135        -4,064,325       206,463          119,260          91,746           
当期末残高 43,693,912       43,693,912       11,443,841       -9,443,708       -102,510         -86,814          -762,899         1,047,907        307,303          321,654          3,949,135        206,463          206,463          4,784,556        49,526,376       


当期変動額


当期未処分利益
利益剰余金


合計


当期首残高


除売却差額相当累計
額(－)


資本剰余金
合計


前中期目標期間繰越
積立金


資本
剰余金


減価償却相当累計額
(－)


減損損失相当累計額
(－)


利息費用相当累計額
(－)


純 資 産 変 動 計 算 書


（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）


Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金


純資産
合計政府


出資金
資本金
合計


教育研究環境整備等
積立金


積立金


－３－







（単位：千円）


Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 -1,101,620
　　人件費支出 -5,767,330
　　その他の業務支出 -1,198,525
　　運営費交付金収入 4,625,097
　　授業料収入 2,007,090
　　入学金収入 283,274
　　検定料収入 61,519
　　受託研究収入 4,098
　　受託事業等収入 21,315
　　補助金等収入 574,297
　　預り科学研究費補助金等の増加額 -7,460
　　寄附金収入 89,194
　　財産の賃貸等による収入 58,045
　　その他の収入 915,662


小計 564,659
　 業務活動によるキャッシュ・フロー 564,659


Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー


  　定期預金の預入による支出 -3,600,000
  　定期預金の払戻による収入 3,600,000
　　有形固定資産の取得による支出 -723,862
　　無形固定資産の取得による支出 -2,310
　　減価償却引当特定資産の繰入による支出 -70,200
　　施設費による収入 657,811
　　その他の投資支出 -9,892
　　　　小計 -148,453
　　利息及び配当金の受取額 322
　 投資活動によるキャッシュ・フロー -148,131


Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　　長期借入金の返済による支出 -9,732
　　リース債務の返済による支出 -119,601
　　　　小計 -129,333
　　利息の支払額 -1,482
　 財務活動によるキャッシュ・フロー -130,815


Ⅳ資金増加額 285,711


Ⅴ資金期首残高 2,014,278


Ⅵ資金期末残高 2,299,989


自　令和5年4月 1日　　　　至　令和6年3月31日
キャッシュ・フロー計算書


-  ４  -







(単位：円)


Ⅰ　当期未処分利益 206,463,731


当期総利益 206,463,731


Ⅱ　利益処分額


国立大学法人法第35条において準用する


独立行政法人通則法第44条第３項により


文部科学大臣の承認を受けようとする額


教育研究環境整備等積立金 206,463,731 206,463,731


利益の処分に関する書類（案）


- ５ -







（重要な会計方針）


　国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」
（国立大学法人会計基準等検討会議　令和4年2月10日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び
「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省　日本公認会計士協会　令和5年4月13日
最終改訂）)（以下、「国立大学法人会計基準等」という。）を適用している。


１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
下記を除き、期間進行基準を採用している。
　退職一時金に充当される運営費交付金 ・・・費用進行基準


　文部科学省が指定する基幹運営費交付 ・・・文部科学省が指定する
　金（ミッション実現加速化経費）、 　　　業務達成基準又は費用進行基準


　運営費交付


　文部科学省が指定するものを除き大学 ・・・業務達成基準
　が業務達成基準を採用することを認め
　た業務に充当される運営費交付金


　文部科学省が指定するものを除き学長 ・・・費用進行基準
　が費用進行基準を採用することを認め
　た業務に充当される運営費交付金


２．減価償却の会計処理方法
　(1)　有形固定資産
　定額法を採用している。


　　建物(建物附属設備含む）７年～５０年 構築物 ７年～６０年
　　工具器具備品 ２年～１５年 車両運搬具 ２年～７年


　(2)　無形固定資産
　定額法を採用している。


３．賞与引当金及び見積額の計上基準


４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法


５．収益及び費用の計上基準


６．たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準 低価法
評価方法 移動平均法（販売図書）


最終仕入原価法（その他のたな卸資産）


７．リース取引の会計処理


８．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。


（1）財産貸付料収益
　　財産貸付料収益は主に大学施設の賃借料であり、当法人は顧客に対して契約等に基づき財産貸付する
　　義務を負う。当該履行義務は当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を
　　享受することで充足されると判断し、契約期間に基づき収益を一定の期間にわたり認識している。
（2）検定料収益
　　検定料収益は主に受験生から支出された検定料であり、当法人は受験生に対して検定試験等のサービ
　　ス等を引き渡す義務を負っている。当該履行義務は、検定試験等のサービス等を実施した一時点にお
　　いて充足されると判断し、収益を認識している。


　リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっている。


　特殊要因運営費交付金に充当される


　退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされない部分については、教職員の退職給付に
備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法により計上している。
　なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、
基準第34に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。


　耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用している。
　主な資産の耐用年数は以下のとおりである。


　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第78）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国立
大学法人会計基準第85）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除し
て表示している。


  なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいている。


　賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上して
いない。なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末
の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上している。


-　６　-







（注記事項）


１．貸借対照表関係


(1) 運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額 371,580 千円


(2) 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 3,308,140 千円


２．キャッシュ・フロー計算書関係


(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 2,299,989 千円
資金期末残高 2,299,989 千円


(2) 重要な非資金取引


現物寄附の受入による資産の取得
工具器具備品 4,014 千円
図書 2,221 千円
計 6,236 千円


３．重要な債務負担行為


（単位：千円）


契約済額 令和6年度以降支出予定額 令和5年度支出決議済額


635,800 41,474 431,884


134,200 134,200 －


４．減損会計関係
(1) 減損の兆候が認められた固定資産に関する事項
　①減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要


（単位：千円）


帳簿価額


　②認められた減損の兆候の概要
　国際交流会館については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による入居戸数減少のため。


　③減損の認識に至らなかった理由
　国際交流会館は今後も継続して利用する予定があるため。


(2) 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産
　①使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要


（単位：千円）


帳簿価額


　②使用しないという決定を行った経緯及び理由
　庄内川艇庫については目的の用途としての使用見込みがなく、建物の老朽化が著しいため。
　六供野外実習地は教育研究の用途として今後の使用見込みがなく、維持管理に費用を要するため。


　③将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
　回収可能サービス価額は正味売却価額を予定しており、当該価額が帳簿価額を上回るため、減損額は見込んでいない。


44,365


敷地 土地
六供野外実習地


（愛知県岡崎市六供町二丁目３７番　）
423,679


件　　名


愛知教育大学情報システム


愛知教育大学（大幸）基幹・環境整備（受変電設備）工事


用　途 種　類 場　　所


敷地 土地
庄内川艇庫


（愛知県名古屋市中川区大蟷螂町西流）


建物 73,873宿舎
国際交流会館


（愛知県刈谷市井ヶ谷町広沢1）


用　途 種　類 場　　所
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５．金融商品に関する注記


(1) 金融商品の状況に関する事項
　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定している。
　資金運用に当たっては国立大学法人法第35条の2が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づき、
株式等は保有していない。


(2) 金融商品の時価等に関する事項
　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。
現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略している。


（単位：千円）


時価(※1) 差額


①長期借入金（※2） (97,320) (92,652) (△4,667)


②リース債務 (14,080) (14,041) (△39)


(※1)負債に計上されているものについては( )で示している。
(※2)長期借入金には一年以内返済予定長期借入金も含めている。


(注1）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類
している。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。


長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法
により算定しており、レベル2の時価に分類している。


６．賃貸等不動産の時価等に関する注記


当法人は、賃貸等不動産を有しているが、重要性が乏しいため記載を省略している。


７．退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要


　退職一時金制度(非積立型制度である。)では、退職給付として、給与と勤務時間に基づいた
一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算している。


(2) 確定退職給付制度
　①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表


（単位：千円）
　期首における退職給付引当金　　　　　 690
　　退職給付費用 343
　　退職給付の支払額 581
　期末における退職給付引当金　　　　　 453


　②退職給付に関連する損益
　簡便法で計算した退職給付費用　　 343


８．資産除去債務に関する注記


　①「石綿障害予防規則」を根拠とするアスベスト
　②「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」を根拠とするコンクリートガラ
　③その他個別契約を根拠とする原状回復義務


(3)　当事業年度期首における資産除去債務は356,679千円であり、建物の使用による資産除去債務
についての時の経過による当期増加額は1,891千円、資産除去債務の履行による当期減少額は
0円、期末残高は358,570千円であった。


訪れる最初の公開基準日の金利を採用する。ただし、当該情報にない期間の金利については、
別に積算することとする。


　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用している。


(1)　資産除去債務とは、当該有形固定資産の除去に関して、法令又は契約で要求される法律上の義
務及びそれに準ずるものをいう。
　対象としては、本学に存在する有害物質の有無及び除去費用に関する財源措置の有無等を鑑み、
以下のとおりとする。


　割引率については、財務省が公開する国債金利情報のうち、財務諸表作成年度が経過した後に


(2)　支出発生までの見込期間については、本学における有形固定資産の減価償却の会計処理方法で
ある法人税法に基づく耐用年数とする。


貸借対照表計上額(※1)
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９．収益認識に関する注記
　当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第77における収益に重要性が乏しいため、注記を省略している。
 (1)収益の情報分解
　 当法人は教育・研究業務及びその他の事業を実施しており、基準第77を適用する取引に係る主なサービス等
 の種類と収益の額は、国立大学法人法第33条の3における土地等の貸付け等による財産貸付料収益
 58,088千円であった。また、検定料収益は61,519千円である。
 (2)収益を理解するための基礎となる情報
　「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりである。
 (3)当該事業年度及び翌事業年以降の収益の金額を理解するための情報
　　該当事項無し


１０．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記
(1)　国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
 Ⅰ業務費用 　　　　（単位：千円）
  ①損益計算書上の費用 7,400,131
  ②（控除）　自己収入等 -2,700,578
  　業務費用合計 4,699,552
 Ⅱ資本剰余金を減額したコスト等 541,507
 Ⅲ機会費用
    政府出資等の機会費用 325,691 325,691
 Ⅳ（控除）国庫納付額 －
 Ⅴ国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 5,566,750


(2)　国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
 10年利付国債の令和6年3月末利回りを参考に0.725％で計算している。


１１．重要な後発事象
　　　該当事項無し
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附属明細書


（単位：千円）


2.　たな卸資産の明細
（単位：千円）


3.　無償使用国有財産等の明細


該当なし


4.　PFIの明細


該当なし


5.　有価証券の明細


5-1　流動資産として計上された有価証券


該当なし


5-2　投資その他の資産として計上された有価証券


該当なし


6．　引当特定資産の明細


（単位：千円）


7.　出資金の明細


該当なし


8.　長期貸付金の明細


該当なし


－ 70,200 － 70,200
減価償却引当特定資産 － 70,200 － 70,200


区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要


－ －


－ －


－


－ 5,711


49,345,757


548


－ 559,880


－ － 560,429


11 152 － － －


その他


745,620 61,171,904


－ 0


－ － 5,711


－


7,471,165
1,634,738


図書 148,798 － 745


計 61,167,012 750,512


148,052 － － －
206,956 12,095 － － －


8,333


当期
償却額


当期
減損損失


当期
減損損失
相当額


－ 36,922,189


－ － －


－ － 36,922,189


－ － 1,038,727


－


8,178,817 474,293 66,349
225,026 16,679 1,843,085 1,001,658 71,739


－ － － －
30,397 1,554 － －


当期購入・製
造・振替


その他 払出・振替


摘　要


有形固定資産 建物 15,434,132 303,488 21,287 15,716,333


－
37,332


－ 148,052


1. 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第７８　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８５　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減
価償却相当累計額も含む。）並びに減損損失の明細


資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高


減価償却累計額 減損損失累計額
差引


当期末
残高


－ － 833,093（特定償却資産） 構築物
－ －


8,230 8,230 － －


工具器具備品 246,956 6,391 9,058 244,289


車両運搬具 9,427 － 1,197 －


（特定償却資産
以外）


構築物 551,757 6,957 4,845 553,869
有形固定資産 建物 2,803,076 32,973 11,196 2,824,853 1,161,296 98,866


9,395,663 558,128 74,683 － － 8,489,645
－


計 17,474,054 534,907 48,969 17,959,992
633 － 1,662,923


－ 101,307
図書 1,930,783 10,772 8,814 1,932,740 －
工具器具備品 1,401,788 15,431 520,272 896,947 795,640 147,091 －


348,235 27,741 － － － 205,633
－


－ － － － 1,932,740


計 6,712,142 69,276 545,130 6,236,289
車両運搬具 24,737 3,141 － 27,878 22,167 1,554 －


美術品・収蔵品 25,606 － － 25,606
非償却資産 土地 36,950,016 － － 36,950,016 － － 27,827


2,327,338 275,253 633 － － 3,908,316


計 36,980,814 146,329 151,521 36,975,622
建設仮勘定 5,192 146,329 151,521 － － － －


－ － － － － 25,606


合計 建物 18,237,209 336,462 32,484 18,541,187
有形固定資産 土地 36,950,016 － － 36,950,016 － － 27,827


－ － 27,827 － － 36,947,795


工具器具備品 1,648,745 21,823 529,331 1,141,236
構築物 2,186,495 231,983 21,525 2,396,954 1,349,894 99,480 8,333


9,340,114 573,160 66,983 － － 9,134,089


美術品・収蔵品 25,606 － － 25,606
図書 2,079,582 10,772 9,560 2,080,793 － － －


1,002,596 159,186 － － － 138,640


－ － － － － 25,606
－ 2,080,793


車両運搬具 34,164 3,141 1,197 36,108


548
（特定償却資産） その他の無形固定資産 45,601 － － 45,601


無形固定資産 ソフトウェア 11,049 － 8,057 2,992 2,443 598 －
11,723,002 833,382 103,144 － －


無形固定資産 ソフトウェア 258,137 492,075 17,519 732,692
計 56,650 － 8,057 48,593 48,044 1,643 －


45,601 1,045 － － － －


非償却資産 その他の無形固定資産 611 － － 611


（特定償却資産以外） 計 258,137 492,075 17,519 732,692 172,812 51,450 －
172,812 51,450 － － － 559,880


－ 611
無形固定資産 ソフトウェア 269,186 492,075 25,577 735,684 175,255


計 611 － － 611 － － － －
－ － － － － 611


52,048 －


計 315,398 492,075 25,577 781,897 220,857 53,093 －
45,601 1,045 － － － 611合計 その他の無形固定資産 46,212 － － 46,212


－ － 561,040


－ － － － － 152
－投資その他の


資産 計 149 14 11 152
－ 152預託金 149 14


貯蔵品 9,485 4,463 51 3,709


種　類 期首残高
当期増加額 当期減少額


期末残高


2,097 8,193


－ － －建設仮勘定 5,192 146,329 151,521


摘　要


前期修正，廃棄，有高確認による修正
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9.　借入金の明細
（単位：千円）


（12998 ) ( )


（12998 ) ( )


注1）　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。
注2)　(　）内は内数で、一年以内返済予定分を記載している。


10.　国立大学法人等債の明細


該当なし


11.　引当金の明細


11-1　引当金の明細


該当なし


11-2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細


該当なし


11-3　退職給付引当金の明細
（単位：千円）


12.　資産除去債務の明細
（単位：千円）


13.　保証債務の明細


該当なし


14　目的積立金の取崩しの明細


建物
建物附属設備
構築物
工具器具備品


 教育経費
消耗品費
備品費
修繕費
報酬・委託・手数料
雑費


 研究経費
消耗品費
備品費
修繕費
報酬・委託・手数料
雑費


 教育研究支援経費
備品費


 教員人件費
常勤教員給与


給料
 一般管理費


報酬・委託・手数料


区　　分 平均利率（％） 返済期限 摘要期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高


区　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　要


107,052 － 97,320


令和16年3月24日


計
9,732 9,732


長期借入金
9,732 9,732


107,052 － 97,320 0.7309,732


9,732


確定給付企業年金等に係る債務 － － － －
退職一時金に係る債務 690 343 581 453


退職給付債務合計額 690 343 581 453


年金資産 － － － －


摘　　　　要


未認識過去勤務費用及び未認
識数理計算上の差異


－ － － －


区　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額


合計 356,679 1,891


退職給付引当金 690 343 581 453


 358,570


千円


千円
千円 262,951


95,619
期末残高


アスベスト 95,619 － － 95,619 うち特定資産


コンクリートガラ 261,060 1,891 － 262,951 うち特定資産
－ 358,570 うち特定資産


－


積立金の名称及び事業名
授業料減免実施経費 その他


－


（単位：千円）


－


小　　計 －
－
－


－


－
－


音楽棟等整備事業
－
－
－
－


－
－
－


－
－


－
－
－
－


－
－


267
267


267


－
－


合　　計 267
小　　計 267


－
－


－
－
－
－


526


－
－
－


－
526
－
－


－
6,222
7,486
348


29,441
14,273


－
－
－


526


インフラ長寿命化計画推進事業


4,885
622


16,840
6,391


28,739
17,564
2,432
1,074


－


4,802
464


1,215
8,685
1,134
1,134


－
－
－


9,529


86,409


9,529
57,670


－
526


－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－


合計
4,885
622


16,840
6,391


28,739
18,090
2,432
1,074
6,748
7,486
348


29,441
14,273
4,802
464


1,215
8,685
1,134
1,134
267
267
267


9,529
58,464
87,203


前中期目標期間繰越積立金


9,529
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15.　業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）


9,007 123,018


給料 2,348,749


非常勤教員給与


賞与 856,203


法定福利費 541 201,958


60,528


退職給付費用
19,703
33,777


給料


報酬


常勤教員給与


 職員人件費


賞与


給料 201,417


19,706


退職給付費用 239,228


法定福利費
 教員人件費


法定福利費


給料


521,402 3,965,584


2,782
401 11,531


賞与


常勤職員給与


13
1


3,413
33


3,640
265
115


4


1,018
4


消耗品費
備品費
印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費


雑費


損害保険料


 受託事業費等


1,356


 教育経費


水道光熱費 113,382
旅費交通費 48,906


備品費 26,433
印刷製本費 28,979


消耗品費 150,736


保守費 36,811
修繕費 249,204


車両燃料費 365
福利厚生費 17


通信運搬費 8,620
賃借料 3,044


会議費 558
報酬・委託・手数料 177,242


行事費 3,204
諸会費 1,623


損害保険料 1,112


雑費 44,619 1,296,401


租税公課 187


貸倒損失 1,889


奨学費 157,866


減価償却費 241,592


水道光熱費 14,450
旅費交通費 15,296


備品費 7,345
印刷製本費 1,427


 研究経費
消耗品費 27,931


保守費 3,023
修繕費 2,158


車両燃料費 9


通信運搬費 714
賃借料 207


報酬・委託・手数料 13,776


諸会費 4,915
会議費 24


損害保険料 7


消耗品費 13,113
備品費 2,689


雑費 13,097 107,993
 教育研究支援経費


租税公課 45
減価償却費 3,560


旅費交通費 398
通信運搬費 4,234


印刷製本費 2,672
水道光熱費 8,885


修繕費 680
諸会費 340


旅費交通費
通信運搬費
賃借料


賃借料 81
保守費 9,828


消耗品費


報酬・委託・手数料 11,957
図書費 8,814


雑費 13,969 109,270
 受託研究費


減価償却費 31,601


諸会費
40報酬・委託・手数料


雑費 7 2,434


2


退職給付費用


 役員人件費


864 864


諸会費
報酬・委託・手数料


給料 266,990


法定福利費 140,377 1,006,543


4,167,543


626,430
220,029


非常勤職員給与
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（注）　人件費の定義は以下のとおりである。
　　　　　常勤職員　 ・・・常勤職員・在外職員・任期付職員及び再任用職員（ただし、受託研究費等により雇用する者を除く）
　　　　　非常勤職員・・・常勤職員・受託研究費等に雇用する者及び派遣職員以外の職員


16.　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


16-1　運営費交付金債務
（単位：千円）


16-2　運営費交付金収益
（単位：千円）


17.　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細


17-1　施設費の明細
（単位：千円）


（注） 本表の「収益」の欄には、臨時利益の施設費収益計上分9,463千円が含まれている。


17-2　補助金等の明細


（単位：千円）


（注） 本表の「収益」の欄には,長期繰延補助金等の収益化額27,996千円が含まれていないため，損益計算書の補助金等収益額と一致しない。


令和５年度交付分
3,995,847


60,407
388,558


4,444,812


期間進行基準


4,504,812


学校安全特別対策事
業費補助金


文部科学省


－


56


－


445,406


－


1,405
27,267


1,235


18,094 251,951


合　　　計


128,083 428,428 － － 9,382 56


128,083 428,428 － － 135,622計 445,406 9,382


135,622


56


直接経費 －


授業料等減免費交付
金


文部科学省


433,810


区　分


－－428,428


60,000
－


4,504,812 193,975


業務等区分


－
教員講習開設事業費


等補助金
文部科学省 8,306


退職給付費用
305,860 1,312,404


賞与 10,197


法定福利費


7,412


 一般管理費


14,184


修繕費


賃借料 1,339
通信運搬費


車両燃料費 336


印刷製本費
備品費


23,485


水道光熱費 10,791
旅費交通費


消耗品費 17,880
5,620


1,816


保守費
福利厚生費 4,501


19,848


4,275


損害保険料 9,796
広告宣伝費
行事費 30
諸会費


雑費


－


4,616


合　計


設備整備費補助金 文部科学省 －


151,643


会議費


運営費交付金
収益


資本剰余金 小計


436


合　計 60,000


区　分


733,310


当期交付額


8,438


－－
学校保健特別対策事


業費補助金


その他


資本剰余金 施設費収益


－


交付年度 期首残高
交付金当期
交付額


直接経費


令和５年度


施設整備費補助金


租税公課


60,000 60,000令和４年度 73,690 － －
4,625,097


報酬・委託・手数料


費用進行基準 －
業務達成基準


506,167


53,333


合　計 73,690 4,625,097


－


151,643733,310


5,382


506,167


4,504,812
－


減価償却費 49,948
4,201


摘　要


180,2854,444,812
13,690


合　計


交付元


直接経費


119,720


経費の別
当期振替額


交付決定額と確定額の差額3,158
千円,計画変更による不用額5,280
千円　繰越699,210千円


直接経費


直接経費 175


11,421 － 4,653


－ －


－6,768


摘要期末残高


－


文部科学省


－
交付決定額と実績
額の差額　返還予
定額1,235千円


6,927


交付決定額と確定
額の差額


56 － －


直接経費


交付決定額と確定
額の差額－ 1,378


－ － －－


長期繰延
補助金等


資本剰余金
長期預り金
補助金等


補助金等
収益


当期交付額


4,444,812


当期振替額


期首残高


期首残高


632,150


632,150


期末残高


699,210


699,210


当期振替額


118,485


175


期末残高


3,995,847
120,407
388,558


その他


8,438


令和４年度交付分
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18.　役員及び教職員の給与の明細
（単位：千円，人）


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


( ) ( ) ( )


（注）


１．支給人員数は、年間平均支給人員数


常勤
　学長　968千円
　理事　708千円
　理事　576千円
非常勤
　監事　325千円
　監事　269千円
　監事　201千円


６．｢支給額｣欄の上段括弧内には、承継職員等に係る支給額を内数にて記載している。
７．人件費の定義は以下のとおりである。


　常勤職員　 ・・・常勤職員・在外職員・任期付職員及び再任用職員（ただし、受託研究費等により雇用するものを除く）
　非常勤職員・・・常勤職員・受託研究費等に雇用する者及び派遣職員以外の職員


19.　開示すべきセグメント情報
（単位：千円）


（注）
１．セグメント区分は本学の業務に応じ、「学部・研究科」・「附属学校」に区分している。
２．業務費用のうち法人共通の欄には、各セグメントに配賦しなかった費用、配賦不能な費用を計上しており、


その主な金額及び内容は、役員人件費（123,018千円）、職員人件費（535,290千円）及び一般管理費（213,083千円）である。
３．帰属資産のうち法人共通の欄には、各セグメントに配賦しなかった資産を計上しており、その主な金額


及び内容は、土地（681,221千円）、建物（695,731円）、現金及び預金（2,370,190千円）である。
４．各セグメントにおける減価償却費、減価償却相当額、利息費用相当額、除売却差額相当額、


賞与引当増加相当額、退職給付引当増加相当額は以下のとおり。
（単位：千円）


除売却差額相当額


92,621


5


1,405
19,706


167
－


608


521,402


計


508,221


区　分
法定福利費 退職給付


支　給　額 支給人員 支　給　額


222


－


1


－


17


1


17


392


528


222


239,228


9,007


608


292,713


133,828


70,585


137


239,228
386


9,007


6,200,239


計
33,777


33,777


1,405
488,252 27,809 1,405


21,111
1,123,647


4,121,998 670,788 292,713


33,77770,585


137
846,459 140,377


1,064,055 232,345 1,296,401


合　計


3,999,430
920


2,055


6


8


20


支給人員


2


－
9,647 － －


２．役員に対する報酬の支給について、以下のとおりであり、国立大学法人愛知教育大学役員報酬規程により月額で支給している。


３．役員に対する退職手当の計算方法については、国立大学法人愛知教育大学役員退職手当規程第２条に基づいている。


４．教職員に対する給与及び退職手当の支給については、人事院規則を移行して定めた基準（国立大学法人愛知教育大学職員給与規程及び国立大学法人
愛知教育大学職員退職手当規定）に基づき支給している。


100 11,531


教育経費 700,954 363,100
7,130,598


一般管理費 38,847


2,198,478 930,358


5,602,966人件費
受託事業費等


239,228


－


33,777


支給人員 支　給　額
報酬又は給与


－
201,417 541 －


8


2,434 － 2,434 －


14,146


3,111,441


4,041,099


167非常勤
－


常　勤


非常勤


3,406,370


80,232
239,228


3,204,953


508,221
521,944


48,709,097


8,438,358 695,731 9,134,089


財務費用 491 －


11,431


109,270
107,993100 93,847


5 83,811


3,125


36,922,189
建物 1,632,2406,806,118


43,118 75,248 18,802 94,050


134,106 8,690


1,833,216 4,944,658 658,308


5,924,688


58,464
区　　分


減価償却費


その他


減価償却相当額


構築物


4,504,812


区　　分 学部・研究科 附属学校 小　計


業務費 4,001,760


法人共通


251,951
1,390


運営費交付金収益 1,138,362 1,906,843 3,045,205 1,459,606


帰属資産 32,219,407 16,489,690


26
4,610,250 698,597 294,118


－
389


651,058
528


－


－


5
9,007


5
70,585 9,007


退職給付引当増加相当額 -58,564 79,807 21,243 -44,901 -23,658
賞与引当増加相当額 -2,920 3,251 330 2,414 2,744


利息費用相当額 1,336 379


2,251,798 753,149 3,004,948


559,771


3,123,541


1,700


小　計


213,083


2,198,500 6,239,599 1,144,340 7,383,940


受託事業等収益 10,554 2,055 12,609


－ －


－


4,310,596 53,019,694


745 11 757 － 757


学部・研究科 附属学校 小　計 法人共通 合　計


142,180


50,294 273,105 53,598


322


1,8911,716 174


222,810


64,510
322


57,329


414,745


1,134


2,919,740
670,730 354,092


326,704


38,868


－


-127,244 -122,504 -249,749 404,449 154,700


49,558 142,180 －


25,458


計
805,303


304


小　計 3,913,854


教　員


常　勤
3,123,541


386


業務費用


非常勤


５．報酬または給与の支給額は役員報酬、給与、賞与、諸手当及び雑給により構成されている。


491 898


－
－


合　計


常　勤
3,999,430


21,111


294,118
917


2,438,445 64,028


職　員


常　勤
805,303


167,645


計


役　員


19,706


非常勤
－


3


304


2,502,474


研究経費 93,746


21


受託研究費 2,434
教育研究支援経費 83,805


9,376


6
277,187 27,267 1,405


133,828


20,821 163,618


－ 3,125 － 3,125
学生納付金収益


財務収益


寄附金収益 32,129


土地 22,490,759 13,750,207 36,240,967 681,221


2,502,474


業務損益


66,210 49,137 115,348


142,797補助金収益


2,075,995 5,989,850 1,548,790 7,538,641
雑益


100 12,709
受託研究収益


1,024,823 13,904 1,038,727


651,058


業務収益


施設費収益


103,709 518,454 41,317


目的積立金取崩額 50,237 7,092
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20-1. 寄附金債務の明細 （単位：千円）


20-2. 寄附金の受入額の明細 （単位：千円，件）


※　その他のうち１件は愛知教育大学未来基金（受入金額24,085千円、受入件数632件）


上記寄附金の明細のうち「愛知教育大学未来基金」の内訳 （単位：千円，件）


21.　受託研究の明細
（単位：千円）


22.　共同研究の明細


該当なし


23.　受託事業等の明細
（単位：千円）


34 34


89,194


運用益・評価
差額


－


その他


－


20.　寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細


AUE修学支援基金 8,510 384


9,669


区　分 摘　要当期受入 件数


その他
－
－


合計
直接経費 － 11,539 11,539


509 509


間接経費 － － －
直接経費


間接経費 － 660 660


674
受託事業等収益委託者等 経費の別 期首残高


－
間接経費 － 1,169 1,169 －


－


期末残高
－
－
－


437
間接経費 － 800 690 109


合計
2,872 2,434


間接経費 － 765 655 109
直接経費 －


2,319


115 －
間接経費 －


437


愛知教育大学教育研究基金（創基150周年）


－


期末残高


教育研究基金 5,868 136


未来共創プラン戦略1基金 37 6
合　計 24,085


学部・大学院 39,384 141 現物寄附　6,236千円，113件


195,729－－86,924


運用損・評価
差額


資本剰余金寄附金収益


区　分 当期受入 件数 摘　要


期末残高期首残高


193,458


当期増加額


当期受入額


合　計 96,321 170 現物寄附　7,126千円，120件


附属学校 32,551 27 現物寄附　890千円，7件
その他 24,385 2 現物寄附　0千円，0件


委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益


632


106


当期振替額


直接経費 － 7,208 7,208


国


地方公共団体
－ 3,656 3,656


直接経費 － 674


間接経費 －


地方公共団体
直接経費 － 115


当期受入額


直接経費 － 2,757
その他
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24.　科学研究費助成事業等の明細
（単位：千円，件）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


（ ）


注) 間接経費相当額を記載し、（　）内は直接経費相当額で外数。


25.　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


25-1　現金及び預金
（単位：千円）


25-2　未収入金
（単位：千円）


25-3　未払金
（単位：千円）


 2,079


基盤研究（Ｃ）


基盤研究(A)
 2,258


 6


 102
 15,585
 52,350


学術変革領域研究（A）
 1,400


 1


 677


 420


種　　目 当期受入 件　　数 摘　　要


 3
－


 21


奨励研究
 1,102


基盤研究（Ｂ）
 8,814


 4
 780


若手研究
 5,200


 9
 1,578


挑戦的萌芽研究（萌芽）
 70


 1


 30


国際共同研究強化(B)
 650


 2
 120


ひらめき☆ときめきサイエンス
 820


 2
－


海外連携研究
 100


 1


 27


研究活動スタート支援
 2,600


3,595


学術図書
 1,300


 1
－


合　　計 76,665
159


21,291


73,085


合　　計 2,299,989


相手先 金　　額
西日本電信電話（株） 437,417


普通預金 2,299,920


合　　計


区　　分 金　　額 備　　考
現　　金 69


相手先 金　　額
文部科学省 706,867
国立大学法人静岡大学


4,399
（社）国立大学協会　保険口 3,873
（株）川合造園土木 3,749


（株）ＫＥＩアドバンス 5,390
（株）中京技研 4,840
（株）ＴＯＩＬ 4,441


その他　14件 1,226


教育産業（株） 11,529
日本電子計算（株）名古屋支店 8,721
コニックス（株） 7,659


中部電力ミライズ（株） 18,308
（株）日高堂 13,428
（株）コームラ 11,588


退職手当（25名分） 261,929
角文（株） 210,583
（株）ニッセイコム


（株）ユーコー


711,689


エンタープライズ（西日本電信電話） 3,168
その他　887件 175,631


合　　計 1,269,553


（株）石田組 3,344
松本テクニコ（株） 3,272
ツゲ印刷（株） 3,191


-  7  -







26.　関連公益法人等の明細


(1)概要
ア　名称、業務の概要、当法人との関係及び役員の氏名


愛知教育大学生活協同組合
・ 組合員の生活に必要な物資を購入し、これを加工し又は生産して組合員に供給する事業
・ 組合員の生活に有用な協同施設を設置し、組合員に利用させる事業
・ 組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業
・ 組合員のための旅行業法に基づく旅行業に関する事業
・ 組合員及び組合従業員の組合事業に関する知識の向上を図る事業
・ 組合員の生活の共済を図る事業
・ 組合員のための宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引業に関する事業
・ 前各号の事業に附帯する事業


関連公益法人
理事長 岩田　吉生 特別支援教育講座教員 教授　現任
専務理事 山本　昌也
理事 児玉　康一 理科教育講座教員 教授　現任
理事 上原　三十三 保健体育講座教員 教授　現任
理事 戸田　茂 理科教育講座教員 教授　現任
理事 福田　博美 養護教育講座教員 教授　現任
理事 加藤　信也 学務部長　　現任
理事 日比野　文音
理事 佐野　佑真
理事 村田　結菜
理事 奥平　詩織
理事 深谷　早希
理事 中村　太一
理事 赤井　陽菜
理事 布澤　陽和
理事 井下　翔太
理事 伊藤　大智
理事 伊藤　梨央
理事 新保　りん
理事 平松　あずみ
理事 藤沢　琉菜
理事 藤田　真唯
理事 明末　陸斗
理事 渡邉　実礼
監事 麓　洋介 幼児教育講座教員 教授　現任
監事 鬼頭　宏昭 学生支援課長　　現任
監事 南條　友里
監事 中根　正人


イ　関連公益法人等と当法人の取引の関連図


　福利厚生事業に係る売店業務、書籍業務及び食堂業務の委託


　福利厚生事業に係る売店業務、書籍業務及び食堂業務の受託


(2)関連公益法人等の財務状況　（決算日：令和6年2月29日）
（単位：千円）


（注）　収支計算書は作成していないため、記載していない。


(3)関連公益法人等の基本財産等の状況
　関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附金等の明細並びに関連公益法人の運営費、事業費等に充てるため
当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細について、該当事項は無い。


(4)関連公益法人等との取引の状況
（単位：千円）


経常損益 当期純損益
12,739


476 2,462 - 660,396 37,206 5.63


債権債務の金額
債務保証


関連公益法人等の事業収入額


未収入金 未払金
当法人との取引


金額 割合(％)


資産 負債 資本 剰余金 売上高
458,609 117,219 91,530 249,859 685,964 18,470


国立大学法人
愛知教育大学


役員の氏名、役職
及び当法人での最
終職名


名称


業務の概要


当法人との関係


愛知教育大学
生活協同組合
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Ⅰ 法人の長によるメッセージ  ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 


 


Ⅱ 基本情報 


  １．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略 


及びそれを達成するための計画等・・  ４ 


  ２．沿革  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 


  ３．設立根拠法  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 


  ４．主務大臣（主務省所管局課）  ・・・・・・・・・・・・・  ８ 


  ５．組織図  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 


  ６．所在地  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


  ７．資本金の額  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


  ８．学生の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


  ９．教職員の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


  10．ガバナンスの状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


  11．役員等の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 


 


Ⅲ 財務諸表の概要 


  １．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況 


及びキャッシュ・フローの状況の分析  ・・・・・・・・・  １３ 


  ２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等  ・・・・・・・・・ ２３ 


  ３．重要な施設等の整備等の状況  ・・・・・・・・・・・・・ ２３ 
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Ⅰ 法人の長によるメッセージ 


国立大学法人愛知教育大学は、明治 6（1873）年に愛知県養成学校として設立され、以来一貫して有為


な教員の養成を第一の目的とし、教育研究の充実を図って参りました。 
明治の先人たちは、教育を新しい国づくりの礎と考え、近代的な学校制度を整えました。その後、大正、


昭和、平成、令和と時代は移り、世界は加速度的に変化し続けていますが、国づくりの根幹は、今も変わ


らず人づくりです。他方、新しい時代を切り拓くには、高邁な理想を共に抱く仲間、柔軟で斬新なアイデ


ィア、協働してやり遂げる強い意志が必要です。 
こうした考えの下、これまでに培ってきた教員養成の「知の拠点」としての役割を果たし続けるため、


そして本学の取組を未来へとつなぐために、令和３年３月に「未来共創プラン」（愛知教育大学中長期ビ


ジョン・目標・戦略）を策定し、学長就任時にキャッチフレーズとして掲げた「子どもの声が聞こえるキ


ャンパス」、「地域から頼られる大学」の実現に向けて、取り組んでいるところです。 


一方、本学を取り巻く環境は、教育 DX、少子化などの社会変化が進み、それに対応した新たな学校教


育が求められています。特に課題となっているのが、小・中学校や高等学校の教員不足です。教員養成大


学の入試倍率も低下傾向にあります。教員採用試験の早期化が質の高い教員の確保につながるとは思え


ません。質の高い教員を確保するには、教職の魅力向上を図ることが重要です。 
これまで「教職の魅力」というと教育関係者の範囲で議論されてきました。しかし、時代の変化や「社


会に開かれた教育」の重要性が強調され、コミュニティスクールに代表されるように、地域社会で学校を


支え運営していく方向性が出され、多様な社会の声を教育に反映させるための仕組みの構築が強く求め


られています。加えて、コロナ禍を機に、教育や学校、教職の在り方は、多様な立場からの精査や根本的


な見直しが迫られています。このような状況の中、本学では、現在の社会における教職に対するイメージ


を探り、「教職の魅力向上」に向けた課題を明らかにすることにも取り組んでいます。 


さて、本学は、令和５（2023）年に一つの節目となる創基 150 年を迎え、先輩諸氏がいくつかの困難


を乗り越え発展させていただいたことに敬意を表するとともに、次なる 50 年を見据えて今後も大学と附


属、地域社会の皆様と協働し、「創基 150 周年を迎え、新しい形の教員養成に挑戦し教職の魅力を高め、


未来につなぐ！」を新たなコンセプトとして、使命を果たしていきたいと考えています。 


引き続き、皆様からのご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 


 


 


 


 


 


 


 
                  令和６年６月２８日 


国立大学法人愛知教育大学長 
          野田 敦敬  
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Ⅱ 基本情報 
１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 


   本学には、国立大学法人法に基づき、文部科学大臣から認可された第４期中期計画と本学が独自


に策定した中長期ビジョン、目標・戦略である「未来共創プラン」があり、それらの関係は以下のと


おりである。 


 


創基 150 周年記念事業ロゴマーク・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 


 


ロゴのコンセプトは「伝統と共創」である。本学だけでなく附属学校や地域の教育の未来が華やかに開


くよう、150 の「０（ゼロ）」は花の輪をイメージし、本学の創基となる 1873 年から共に伝統を紡いでき


た師範学校・附属学校園・学芸大学の校章を円環状に並べた。校章は頂点から右回りに師範学校と学芸大


学、左回りに附属学校園が古いものから順に並んでいる。同一校で校章や名称に変更があった場合にはひ


とまとめにして各創立年に合わせて並べた。また、「０（ゼロ）」の中心には、本学のシンボルマークの


中心にもある「カキツバタ」を配置した。 
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【未来共創プラン】 


［ビジョン］ 


「愛知教育大学は、子どもと共に、学生と共に、社会と共に、附属学校園と共に、未来の教育を創ります。」 


［３つの目標と９つの戦略］ 


愛知教育大学のビジョンの実現に向けて、重点的に取り組む道筋を３つの目標として掲げ、目標を達成する


ために具体的な行動の方針として９つの戦略を立てた。 


目標１ 


子どもや学生、社会との対話や協働を通して、現代的教育課題の解決に貢献し、より質の高


い教員及び教育支援専門職の養成を実現する。  


戦略１ 
子どもキャンパス 


プロジェクト 


大学及びその周辺地域を「学び」と「遊び」を一体化できるエリア


として、実践フィールドと実践プログラムを提供する。 


戦略２ 
教育のプラットフォーム


構築プロジェクト 


教育リソースデータバンクを設置し、教育現場の課題解決に貢


献する教育のプラットフォームを構築する。 


戦略３ 
教職の魅力共創 


プロジェクト 


よりよい教育の未来につながる教職の魅力を共に創り出し、発


信する。 


戦略４ 
グローバル化推進 


プロジェクト 


協定校を始めとする海外の教育機関との連携を密にして、グロ


ーバル化に対応したプログラムを学部と大学院で整備する。 


目標２ 


大学と附属学校園との連携強化を図ることで、より質の高い教員研修を実現する。 


戦略５ 
共創的探究活動指導力育


成プロジェクト 


附属学校園と教職大学院との連携を強化し、教育の実践的研


究拠点を構築する。 


戦略６ 
大学・附属学校園連携推


進プロジェクト 


教育委員会や教育現場との綿密な連携を通して、附属学校園


が今後の公立学校等のモデルとなる実証研究に取り組む。 


目標３ 


広域拠点型教員養成系大学としての意義と価値を高める。 


戦略７ 
教科横断探究 


プロジェクト 


教科等横断し、協働的に学び合う次世代型プログラムを開発す


るとともに、教育効果を客観的に検証する評価システムを構築


し、学生の資質向上や大学の授業改善につなげる。 


戦略８ IR・教職協働の推進 


IR 部門を活用して得られた学内外の客観的なデータに基づき、


戦略的な大学運営を行うとともに、教職員が協働して柔軟な組


織運営を行う。 


戦略９ 大学間ネットワークの構築 
国公私立大学と連携協定を締結して、教職大学院を核としたネ


ットワークを構築する。 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 


https://www.aichi-edu.ac.jp/cocreate/  
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【中期目標・中期計画】 


［第４期中期計画の概要（令和４年４月１日～令和 10 年３月 31 日）］ 


Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 


 １ 社会との共創に関する目標を達成するための措置 


 No.１ スクールリーダー研修プログラムの開発・実施 


 No.２ 学校や地域での外国人児童生徒等への支援 


  No.３ 教職の魅力共創 


  No.４ 教育のプラットフォーム構築 


 
 No.５ 子どもキャンパス構想の実現 


 
 No.６ 次世代型教育を推進する教員の養成 


 
２ 教育に関する目標を達成するための措置 


  No.７ 入試改革 


  No.８ 専門的な知識修得と実践力の向上 


 
 No.９ 教育支援専門職に求められる職務実践力の高度化 


  No.10 研究遂行能力及び実践力を有する大学教員の育成 


  No.11 ＩＣＴ等を活用した教育課程の充実 


  No.12 学生の資質能力、職能成長へ取組む態度の育成 


  No.13 教職課程でめざす教員像に向けた体制構築 


  No.14 教員就職へ向けた学びの充実度や自信度の向上 


  No.15 グローバル化に起因する諸課題への対応  


 
 No.16 国際理解教育の先導的役割を担う教員の養成 


  No.17 修学上支援を必要とする学生の教育の充実 


 
３ 研究に関する目標を達成するための措置 


 No.18 大学の設置目的に合致した優れた研究等への支援 
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４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための措置 


 No.19 国際学術交流協定締結校と教育・研究面で交流できる環境の整備 


  No.20 大学と附属学校園による先導的な教育モデルの開発 


Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 


  No.21 経営協議会における評価制度を活用した法人経営の改善 


  No.22 研究の促進に向けた施設マネジメントの推進 


  No.23 次世代（ニューノーマル）に対応した施設整備等の実施 


Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 


  No.24 学生の修学支援及び学習環境の整備等 


Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る 


情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 


  No.25 自己点検・評価の実施・改善、及びその公表 


  No.26 可視化したデータ等に基づくステークホルダーとの対話 


Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 


  No.27 Society5.0 の実現を見据えた DX の推進 


 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/corporative/hyoka.html#4 
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２．沿革 


愛知教育大学の淵源は、日本の近代学校の発足と期を一にして、明治６（1873）年に開校した愛知県養


成学校に始まる。第二次大戦後の学制改革の中で、昭和 24（1949）年５月に愛知第一師範学校、愛知第


二師範学校および愛知青年師範学校を統合し、新制国立大学の一つとして「有為な教員を養成」すること


を目的に、学芸学部１学部からなる愛知学芸大学が発足。昭和 41（1966）年には、愛知教育大学および


教育学部に名称を変更し、昭和 62（1987）年には、教員養成課程の定員の一部（約 40%）を移し、総合科


学課程を設置した。平成 16（2004）年、国立大学法人法施行に伴い、国立大学法人愛知教育大学を設立


し、現在に至ります。愛知教育大学は、教員養成を行う学校教員養成課程と教育支援専門職養成課程から


なる教育学部に加え、大学院では専門職学位課程（教職大学院の課程）、修士課程および後期３年博士課


程を含む教育学研究科を有している。 


 
３．設立に係る根拠法 


 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 
 
４．主務大臣（主務省所管局課） 


 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
 
５．組織図（5/1 現在） 
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６．所在地 


刈谷地区［本部］   愛知県刈谷市井ケ谷町 
名古屋地区      愛知県名古屋市東区 
岡崎（六区）地区   愛知県岡崎市六供町 
岡崎（明大寺）地区  愛知県岡崎市明大寺町 


 
７．資本金の額 


43,693,912,609 円（全額政府出資） 


 


８．学生の状況 


総学生数 6,540 人 


大学学生数 3,996 人 


学士課程 3,726 人 


修士課程 64 人 


博士課程 24 人 


専門職学位課程 155 人 


特別支援教育特別専攻科 27 人 


  


附属学校園児・児童・生徒数 2,544 人 


  
９．教職員の状況 


大学教員 401 人（うち常勤 201 人、非常勤 200 人） 


附属学校教員 240 人（うち常勤 185 人、非常勤 55 人） 


職員 322 人（うち常勤 148 人、非常勤 174 人） 


 


（常勤教職員の状況） 


 常勤教職員は前年度比で 6 人（▲1.2％）減少しており、平均年齢は 46 歳（前年度 45歳）とな


っている。このうち、国からの出向者は２人、地方公共団体からの出向者 183 人、民間からの出向


者３人である。 


 また、女性活躍推進法における指標である女性教員比率は 28.2％であり、教員採用における公


募の際は、女性を積極的に採用する等の記載をするなどといった取組みを実施している。 
 
１０．ガバナンスの状況 


（１）ガバナンスの体制 


本学では、業務方法書に基づき、内部統制規程において、内部統制に関する基本事項を定めて、法


人における業務の有効性及び効率性の向上、法令等の遵守の促進、資産の保全並びに財務報告等の信


頼性を確保するため、同規程において、「内部統制システム」を構築している。また、同規程第３条


第１項で、「法人に内部統制委員会を置き、役員会をもって充てる」と規定し、また第２項では当委


員会は、「内部統制の整備及び運用に関する定期的な状況報告に基づき、必要な改善策を検討する」
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と規定している。この規程に則り、内部統制の実効性を高め、法人経営の見直しに活かす体制を構築


している。 
なお、「業務方法書」及び「内部統制システム」はホームページ中の「大学紹介/法人概要」ページ


で公表している。 


  ※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
   https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/corporative/control.html 
 


 


（２）法人の意思決定体制 


本学における意思決定は、国立大学法人法第 11 条の規定に基づき「役員会」を置き、学長の決定


に先立ち、法人の重要事項について審議している。また、国立大学法人法第 20 条の規定に基づき、


経営に関する重要事項を審議する機関として「経営協議会」、同法 21 条の規定に基づき、教育研究


に関する重要事項を審議する機関として「教育研究評議会」を置き、双方とも学長が主宰し、権限と


責任を明確化して法人経営を可能とする組織体制を構築している。また、自主的・自律的・戦略的な


法人経営を実現するためには、学長のリーダーシップの下、迅速・的確な意思決定に基づいた執行体


制の構築が必要であるため IR 室を設置し、IR 室要領第５条第２号では、「大学運営の意思決定、推


進、改善に資するデータ及び情報の分析に関すること。」を IR 機能の一つとして定めている。 
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１１．役員等の状況 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 


役職 氏名 任期 経歴 


学長 


 


 


 


野田 敦敬 


 


令和 2 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


 


 


平成 26 年 4 月～平成 31 年 3 月 


 愛知教育大学副学長 


平成 31 年 4 月～令和 2 年 3 月 


 愛知教育大学理事(教育・学生担当) 


令和 2 年 4 月～令和 6 年 3 月 


 国立大学法人愛知教育大学学長 


理事 


（研究・人事担当） 


 


 


岩山 勉 


 


 


 


 


令和4年4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 25 年 4 月～令和 6 年 3 月 


 愛知教育大学科学・ものづくり教育推進センタ


ー長 


平成 27 年 4 月～令和 2 年 3 月 


 愛知教育大学副学長 


令和 2 年 4 月～令和 6 年 3 月 


 愛知教育大学理事（研究・人事担当） 


理事 


（教育・学生担当） 


野地 恒有 


 


 


令和4年4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 30 年 4 月～令和 2 年 3 月 


 愛知教育大学学系長 


令和 2 年 4 月～令和 6 年 3 月 


 愛知教育大学理事（教育・学生担当） 


理事 


（連携・附属学校担


当） 


杉浦 慶一郎 


 


 


令和4年4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 29 年 4 月～令和 2 年 3 月 


愛知県総合教育センター 研究指導主事 


令和2年4 月～令和 6 年 3 月 


 愛知教育大学理事（連携・附属学校担当） 


理事 


（総務･財務担当） 


 


 


 


新津 勝二 令和5年4月1日 


～令和6年3月31日 


 


平成 24 年 4 月～平成 27 年 3 月 


 筑波大学東京キャンパス事務部長 


平成 27 年 4 月～平成 29 年 3 月 


 文部科学省生涯学習政策局情報教育課情報教


育振興室長 


平成 29 年 4 月～平成 31 年 3 月 


 九州大学総務部長 


平成 31 年 4 月～令和 3 年 3 月 


 大阪教育大学理事（総務担当）・事務局長 


令和 3 年 4 月～令和 6 年 3 月 


愛知教育大学理事（総務･財務担当） 
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理事 


（大学経営担当） 


（非常勤） 


 


 


東 幸雄 令5年4月1日 


～令和6年3月31日 


 


平成 15 年 3 月～平成 20 年 4 月 


トヨタ自動車株式会社米国法人 


（カリフォルニア）社長 


平成 20 年 6 月～平成 21 年 5 月 


中央精機株式会社副社長 


平成 21 年 6 月～平成 26 年 5 月 


中央精機株式会社代表取締役社長 


平成 26 年 6 月～平成 28 年 3 月 


中央精機株式会社顧問（非常勤） 


平成 28 年 4 月～令和 2 年 8 月 


愛知教育大学監事（非常勤） 


令和 3 年 4 月～令和 6 年 3 月 


国立大学法人愛知教育大学理事 


監事 


（非常勤） 


 


 


 


 


 


 


 


 


中川 宏 


 


 


 


 


 


 


 


 


令和2年9月 1 日 


～令和 6 年 8 月 31 日 


 


 


 


 


 


 


 


平成 20 年 2 月～平成 26 年 1 月 


 トヨタ自動車株式会社インド法人社長 


平成 26 年 6 月～令和元年 6 月 


 中央精機株式会社代表取締役社長 


令和 2 年 1 月～令和 2 年 11 月 


 愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点 


サブマネージャー 


令和 2 年 12 月～ 


 愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点 


マネージャー 


令和成 2 年 9 月～令和 6 年 3 月 


 国立大学法人愛知教育大学監事 


監事 


（非常勤） 


 


 


岡田 千絵 


 


 


 


令和2年9月 1 日 


～令和 6 年 8 月 31 日 


 


 


平成 18 年 4 月～平成 20 年 3 月 


 名古屋簡易裁判所・民間調停官 非常勤裁判官 


平成 20 年 4 月～ 


 鹿倉法律事務所 弁護士 


令和2年9月～令和6年3月 


 国立大学法人愛知教育大学監事 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 


   会計監査人は有限責任 あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネットワ


ークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、6 百万円となっ


ており、非監査業務に基づく報酬はない。 
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Ⅲ 財務諸表の概要  


１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 
（１）貸借対照表（財政状態） 


① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）                 （単位：百万円） 


区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度  


 資産合計 51,233 52,388 52,864 52,881 53,019 


 負債合計 7,788 8,283 7,360 3,446 3,493  


 純資産合計 43,444 44,105 45,504 49,434 49,526  


 
② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円）  


資産の部 金額 負債の部 金額 


 固定資産 


 有形固定資産 


  土地 


    減損損失累計額 


  建物 


  減価償却累計額等 


  構築物 


  減価償却累計額等 


  工具器具備品 


  減価償却累計額等 


  図書 


   車両運搬具 


    減価償却累計額等 


  その他の有形固定資産 


  その他の固定資産 


 流動資産 


  現金及び預金 


  未収入金 


   その他の流動資産 


49,977 


49,345 


36,950 


△27 


18,541 


△9,407 


2,396 


△1,358 


1,141 


△1,002 


2,080 


36 


△30 


25 


631 


3,042 


2,299 


711 


30 


固定負債 


 長期繰延補助金等 


 資産除去債務 


  その他の固定負債 


 流動負債 


  運営費交付金債務 


預り施設費 


 預り補助金等 


 寄附金債務 


 未払金 


 その他の流動負債 


 


902 


456 


358 


88 


2,590 


193 


699 


0 


195 


1,269 


232 


 負債合計 3,493 


純資産の部 金額 


 資本金 


 政府出資金 


 資本剰余金 


 利益剰余金 


 


43,693 


43,693 


1,047 


4,784 


 純資産合計 49,526 


 資産合計 53,019  負債純資産合計 53,019 


※百万円単位未満を切り捨てているため、合計額が一致しない場合がある。 


（以下の表も同様） 
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（資産合計） 


令和５年度末現在の資産合計は前年度比 138 百万円（0.3％）（以下、特に断らない限り前年度比・合


計）増の 53,019 百万円となっている。 
主な増加理由としては、特別支援教育棟の施設改修工事等により建物が 303 百万円（1.7%）増の 18,541


百万円、同じく構築物が 210 百万円（9.6%）増の 2,396 百万円となったこと、情報システムの更新によ


りソフトウエアが 440 百万円（4.6 倍）増の 560 百万円となったことなどが挙げられる。 
主な減少要因としては、工具器具備品が除却等により 507 百万円（30.8%）減の 1,141 百万円となった


ことが挙げられる。 
 


（負債合計） 


令和５年度末現在の負債合計は前年度比 46 百万円（1.3%）増の 3,493 百万円となっている。 
主な増加要因としては、運営費交付金債務が未使用額の増により 120 百万円（2.6 倍）増の 193 百万


円となったこと、施設費の執行予定額の増により預り施設費が 67 百万円（10.6％）増の 699 百万円とな


ったこと、寄附金の受け入れ額の増加により、寄附金債務が 2 百万円（1.2％）増の 195 百万円となった


ことなどが挙げられる。 
主な減少要因としては、採択された補助金事業の完了により預り補助金等が 445 百万円（100.0％）減


の 0 百万円となったこと、リース期間満了によりリース債務が 96 百万円（87.3％）減の 14 百万円とな


ったことが挙げられる。 
 


（純資産合計） 


令和５年度末現在の純資産合計は 91 百万円（0.2％）増の 49,526 百万円となっている。 
主な増加要因としては、資本剰余金が 1,226 百万円（12.0％）増の 11,443 百万円となったことが挙げ


られる。 
主な減少要因としては、減価償却相当累計額（－）が減価償却等により 489 百万円（5.5%）減の△9,443


百万円となったことなどが挙げられる。 
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（２）損益計算書（運営状況）（http://www.aichi-edu.ac.jp/intro/release/zaimu.html） 


① 損益計算書の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 


区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度  


 経常費用 8,044 8,038 8,712 7,778 7,383 


 経常収益 8,177 8,205 8,493 7,862 7,538  


 当期総利益 193 272 341 4,270 206（注） 


（注）令和 4 年度の当期総利益は資産見返負債の会計処理の廃止により増加したが、令和 5 年


度は 4,064 百万円減少し 206 百万円となっている。 
 
② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 


 金額 


 経常費用（A） 7,383 


   業務費 


   教育経費 


   研究経費 


    教育研究支援経費 


     受託研究費 


     受託事業費等 


  人件費 


 一般管理費 


 財務費用 


7,130 


1,296 


107 


109 


2 


11 


5,602 


251 


1 


 経常収益（B） 7,538 


 


  運営費交付金収益 


 学生納付金収益 


 施設費収益 


 その他の収益 


 


4,504 


2,502 


142 


389 


 臨時損益（C） △9 


 前中期目標期間繰越積立金取崩額（D） 58 


 当期総利益（B-A+C+D） 206 


 
（経常費用） 


令和５年度の経常費用は前年度比 214 百万円（5.1％）減の 7,383 百万円となっている。 
主な増加要因としては、建物改修に伴うネットワーク設備の支出が増加したこと、情報システム更新に


伴う保守費の増加により教育研究支援経費が 21 百万円（25.0％）増の 109 百万円となったことが挙げら


れる。 
主な減少要因としては、建物改修や設備整備等に関連する支出が減少したことにより一般管理費が 168


百万円（40.0%）減の 251 百万円となったこと、同じく、研究経費が 42 百万円（28.4%）減の 107 百万


円となったことなどが挙げられる。 
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（経常収益） 


令和５年度の経常収益は 323 百万円（4.1％）減の 7,538 百万円となっている。 
主な増加要因としては、寄附金収益が事業の執行や現物寄附の増加に伴い 21 百万円（29.9％）増の 94


百万円となったことが挙げられる。 
主な減少要因としては、施設費収益が執行額の減少により 105 百万円（42.5％）減の 142 百万円とな


ったこと、受託事業等収益が受入額の減少により 5 百万円（29.4％）減の 12 百万円となったことなどが


挙げられる。 
 


（当期総損益） 


上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損 5 百万円、アスベスト除去費用 9 百万円、前


中期目標期間繰越積立金を使用したことによる前中期目標期間繰越積立金取崩額 58 百万円を計上した


結果、令和５年度の当期総利益は 4,064 百万円（95.2％）減の 206 百万円となっている。 
 
（３）キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 


① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）        （単位：百万円） 


区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 


 業務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 643 △227 △661 269 564


 投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 186 20 701 △154 △148


 財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △110 △129 △130 △130 △130


 
② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 


 金額 


 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 564 


    原材料、商品又はサービスの購入による支出 


    人件費支出 


  その他の業務支出 


  運営費交付金収入 


  学生納付金収入 


  その他の業務収入 


△1,101 


△5,767 


△1,198 


4,625 


2,351 


1,655 


 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △148 


 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △130 


 Ⅳ 資金に係る換算差額（D） － 


 Ⅴ 資金増加額（E=A+B+C+D） 285 


 Ⅵ 資金期首残高（F） 2,014 


 Ⅶ 資金期末残高（G=F+E） 2,299 
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（業務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 564 百万円（前年度は 269 百万円）となっている。 
主な増加要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 240 百万円（17.9％）減の△1,101


百万円となったこと、補助金等収入が 423 百万円（3.8 倍）増の 574 百万円となったこと、その他の業務


収入が 380 百万円（29.9％）増の 1,655 百万円となったことなどが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、人件費支出が 156 百万円（2.8％）増の 5,767 百万円となったこと、運


営費交付金収入が 171 百万円（3.6％）減の 4,625 百万円となったことが挙げられる。 
 


（投資活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△148 百万円（前年度は△154 百万円）となってい


る。 
主な増加要因としては、固定資産の取得による支出が 66 百万円（8.4％）減の△726 百万円となったこ


とが挙げられる。 
主な減少要因としては、減価償却引当特定資産の繰入による支出が 70 百万円（皆増）となったことが


挙げられる。 
 


（財務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 0 百万円（0.1%）減の△130 百万円となっている。 
主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が 1 百万円（0.9%）減の△119 百万円となった


ことなどが挙げられる。 
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（４）主なセグメントの状況 
① 附属病院セグメント 


  該当なし 


 


② 附属学校セグメント 


附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属名古屋小学校、附属岡崎小学校、附属名古屋中学校、附


属岡崎中学校、附属高等学校、附属特別支援学校により構成され、教育基本法（平成 18 年法律第 120
号）及び学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）その他関係法令に規定する教育又は保育を施すとと


もに、大学と協力して、以下の任務を行うことを目的としている。 
・幼児、児童及び生徒の教育に関する研究を行うこと 
・学生の教育実地研究の実施 
・研究成果を広く教育界の参考に供すること 
・教員の現職教育に資すること 


令和５年度は、昨年度に引き続き、第４期中期計画（No.20）において、学部・研究科等と連携し、


実践的な実習・研修の場を提供するとともに、全国あるいは地域における先導的な教育モデルを開発


し、その成果を展開することで学校教育の水準の向上を目指すために、教育委員会や教育現場等との


綿密な連携を図り、大学と附属学校園が地域の先導的な教育モデルとなる実証研究に取り組み、その


成果を研究会・研修会において還元する等の事業を行った。 
各学校の主な取組は以下のとおりで、順調に進捗している。 


 
附属幼稚園 


○ 令和３年度に行われた、西園舎やウッドデッキ等が新設される園舎の大改修を受け、令和４年度は


新しい施設・環境の中で様々なことを感じたり迷ったりしながら保育を行ってきた。そこで令和５年


度は、研究テーマを「わくわくがうまれる環境」とし、園内環境について見直し、子どもたちがわく


わくしながら生活できる環境の活用について研究を進めてきた。 


令和５年 11 月に「令和５年度公開保育・保育を語る会」を開催したところ、共同研究者として大


学の幼児教育講座教員６名が参加した他、現職の幼稚園教諭・保育園・こども園等の保育者や教育委


員会関係者、学生等 240 名が参加した。実際の保育や保育環境を見ることで、子どもに合わせた教


師の手作り遊具や場や空間の使い方等の環境構成がとても参考になった、教師の子どもへの関りが


勉強になった等、自分の保育に取り入れていきたいという反響があった。 
 
※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
http://www.k.aichi-edu.ac.jp/ 
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附属名古屋小学校 


○ 平成 30 年度に研究手法を見直し、仮説検証型の理論構築に捉われるのではなく、よりよい授業づく


りを積み重ねる実践研究に重点を置き、大学の共同研究者と連携して理論的な価値付けを行うことを


目指して研究を推進してきた。 
令和５年度は、「わくわく つながる 授業デザイン」をテーマに授業実践を積み重ねた。令和５年


11 月の秋の公開授業では対面参観とオンライン配信を組み合わせ、多くの方に授業を参観していただ


いた。その成果を「和衷協同 vol.６」にまとめ、令和６年５月には、実践研究発表会を行い、研究成


果を広く伝える予定である。 
 
※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 


http://www.np.aichi-edu.ac.jp/ 
 
 
 
 
 
 


附属岡崎小学校 


○ 平成 30 年度に研究主題を「豊かに生きる」と設定し、問題解決学習を通して得た学びを、生活に生


きてはたらく確かな力にしていこうとする子どもを求めてきた。子どもたちが追究を深めるなかで、自


らの学びを振り返りながら、各教科・領域ごとに整理した「教科・領域特有の資質・能力」と、人間性


など内面にかかわる「非認知的能力」の高まりを自覚するための教師支援のあり方を考えてきた。 


  令和５年度は、各教科において、教科・領域特有の資質・能力を見直したうえで、非認知的能力のは


たらきに着目した教師支援を講じることで、子どもたちが教科・領域特有の資質・能力を高め、自己の


成長を自覚できるようにした。成果として、自分の追究を振り返るなかで、成長した理由や過程、場面


まで振り返り、自己の成長を自覚する子どもの姿が見られた。令和５年 11 月に「第 74 回生活教育研


究協議会」を開催したところ、三河地区を中心に現職の小・中学校教諭 500 名程、教育委員会関係者 60


名程が参加し、大学からは共同研究者として 10名の教員の他、教職大学院と各教育講座の学生合わせ


て 100 名を超す参加があった。５年間の研究成果をまとめた出版図書『自己の成長を自覚する子ども 


－非認知的能力に着目した教師支援－』を発刊した。 
 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 


https://www.op.aichi-edu.ac.jp/ 
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附属名古屋中学校 


○ 令和４年度より研究テーマを「深い学びをデザインする授業づくり～主体性を発揮させることを通


して～」と設定し、学習において単に生徒が興味の湧く課題を教師が提示するということのみではな


く、一人一人の生徒が自ら学びの機会を設定できる場面を教師が設定し、文脈に沿った深い学びを各教


科で達成させることをねらいとし、研究を進めている。 


研究理論の確立に向けた令和５年度は、研究シリーズ１年目であった令和４年度の成果と課題を基


に、各教科における主体性を発揮させるための手立てを見直した。特に、教師がつくった学びの文脈に


生徒をどのように沿わせるのかについて議論を重ね、研究に取り組んだ。そして、令和５年９月に「第


６６回教育研究発表会」を開催したところ、共同研究者として大学より各教科教育講座教員 10 名が参


加した他、現職の小中高校教諭や教育委員会関係者、大学生より 422 名の参加があった（内、55 名は


オンライン）。教師と生徒たちの熱のあるやり取りが見られて刺激になったという声とともに、これか


らの授業の在り方について興味深い提案がされているという評価をいただいた。 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
https://www.nj.aichi-edu.ac.jp/ 


 
 
 
附属岡崎中学校 


〇 未知の状況においても、既成概念にとらわれず、果敢に挑戦する人間を育てたいと考え、令和３年度


に研究主題を「躍動」と設定した。挑戦するためには、志が必要だと考え、目ざす子どもの姿を「志を


もって歩み続ける子ども」とし、学びを行動につなげる方法について研究を進めている。  


令和５年度には、目ざす子どもの姿に迫るために、自己考察と他者考察のてだてを各教科で模索し、


授業実践を重ねた。令和５年６月に、「第 52回生活教育研究協議会」を開催したところ、共同研究者と


して、大学の教員 12 名の参加の他、県内外から 400 名を超える現職の教員や教育委員会関係者の参加


があった。参加者からは、「子どもの考えの焦点化をねらった板書が大変参考になった」「最適解を導き


出すための、自己考察や他者考察のてだての有効さが伝わった」など、高い評価をいただいた。 


10 月以降は、実践の反省から、最適解を導き出すための過程をどのようにしていくのかを各教科で


より効果的なてだてと授業過程について検討を重ねた。そして、子どもの姿をもとに本研究の成果と課


題を明確にした。 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
https://www.oj.aichi-edu.ac.jp 
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附属高等学校 


〇 平成 30 年度に全教室にプロジェクターを常設し Wi-Fi 環境を充実させ、令和４年度入学生から iPad 
を全員購入とした。１人１台端末環境を整え ICT 教育を積極的に推進して、ICT 機器の発展的使用の


可能性について研究を進めている。 
令和４年度より探究力の向上を目指した探究活動として、大学と連携して 10 人から 20 人くらいの


グループに分かれた附属高校生ゼミナール（「附高ゼミ」）を実施している。この「附高ゼミ」は、高校


教員がファシリテーターとしてゼミの中心となり、大学教員をアドバイザー、大学院生と大学生をサポ


ーターとして配置し、生徒の探究活動を手厚く支援する活動である。本校の探究活動は、愛知教育大学


「未来共創プラン」の一つを担う「共創的探究活動指導力育成プロジェクト」【戦略５】の一部であり、


本校生徒だけでなく、大学の学生や他校の教育活動にも好影響を与える可能性を持っている。また、


「附高ゼミ」は、三菱みらい育成財団の助成事業としても採択されており、教育界に幅広く情報を発信


していく予定である。 
※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 


http://www.auehs.aichi-edu.ac.jp/ 


                       
       
附属特別支援学校 


○ 令和２年度に研究主題を「学びを生活に生かす子どもの姿を求めて」と設定し、本校のすべての子ど


もたちが、授業を通して学習指導要領で示されている育成すべき資質・能力を身につけ、生活に生かし


てほしいと願い、５年研究を進めている。 
  令和５年度は、11 月に「第 54 回特別支援教育研究協議会」を開催し、大学の特別支援教育講座教員


３名、本校ＯＢで現職の教諭３名を助言者としてお招きした。県内外から約 400 名の教員や教育委員


関係者、大学生等に参観していただき、本校の取り組みを子どもの姿で発信することができた。 
   


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 
https://www.fuyou.aichi-edu.ac.jp/ 
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【附属学校園支援事業基金】 


   附属学校園の教育活動等に必要な経費に充てるため、「附属学校園支援事業基金」を令和５年度に


新設し、以下のとおり、８つの寄附先を選択するかたちとしている。 


・附属幼稚園   ・附属名古屋小学校 ・附属岡崎小学校  ・附属名古屋中学校  


・附属岡崎中学校 ・附属高等学校   ・附属特別支援学校 ・全附属学校園共通 
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２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等  


当期総利益 206 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上及び業務


運営の改善業務に充てるため、206 百万円を目的積立金として申請している。 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 58 百万円は、中期計画の積立金の使途において定めた（井ケ谷）音


楽棟改修整備事業に充てるため、文部科学大臣から承認を受けた 104 百万円のうち 0.5 百万円について


取り崩したもの、中期計画の積立金の使途において定めた愛知教育大学インフラ長寿命化計画に基づく


施設設備整備費の一部業務に充てるため、文部科学大臣から承認を受け 241 百万円のうち 57 百万円につ


いて取り崩したもの、及び授業料免除実施経費に充てるため文部科学大臣から承認を受けた 13 百万円の


うち 0.2 百万円について取り崩したものである。 
 
３．重要な施設等の整備等の状況  


（１）当事業年度中に完成した主要施設等 


（井ヶ谷）特別支援教育棟改修整備事業      （取得総額 421 百万円） 
（栗林他）ライフライン再生（給排水設備等）   （取得総額 207 百万円） 
（井ヶ谷）長寿命化促進事業           （取得総額  28 百万円） 


   
（２）当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 


 該当なし 
 


（３）当事業年度中に処分した主要施設等 


 該当なし 
 
（４）当事業年度中において担保に供した施設等 


 該当なし 
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４．予算と決算との対比 
                     （単位：百万円） 


詳細については決算報告書を参照 
（差額理由）  


※1 予定していなかった交付等があったため。 
※2 授業料及び入学料収入として見込んでいた金額が見込みよりも多かったため。 
※3 寄附金の獲得に努めたことにより、予算額に比して決算額が多くなったため。 
※4 一部事業が翌年度に繰越となったため。  


 
 
 
 
 


  


 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 


予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 


収入 9,326 9,409 9,423 10,678 10,102 10,123 8,002 9,406 8,413 9,267  


 運営費交付金収入 


 補助金等収入 


 学生納付金収入 


 その他収入 


5,323 


1,417 


2,347 


239 


5,387 


1,294 


2,392 


336 


4,658 


1,827 


2,471 


467 


4,860 


3,130 


2,344 


344 


4,705 


2,187 


2,446 


764 


4,900 


1,965 


2,319 


940 


4,735 


760 


2,391 


116 


4,796 


1,862 


2,435 


313 


4,611 


1,197 


2,393 


212 


4,685 


1,921 


2,447 


214 


※1 


※1 


※2 


※3 


支出 9,326 9,041 9,423 9,136 10,102 10,165 8,002 7,894 8,413 8,108  


 教育研究経費 


 その他支出 


7,773 


1,553 


7,608 


1,433 


7,468 


1,955 


7,032 


2,104 


7,789 


2,313 


7,851 


2,314 


7,231 


771 


7,124 


770 


7,220 


 1,193 


6,871 


1,237 


※4 


※1 


収入－支出 0 368 0 1,542 0 △42 0 1,512 0 1,159  
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Ⅳ 事業に関する説明 


１．財源の状況  


 本学の経常収益は 7,538 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 4,504 百万円（-4.6％（対経常収益


比、以下同じ。））、授業料収益 2,146 百万円（-0.1％）、その他 887 百万円（-10.5％）となっている。 
 


２．事業の状況及び成果 


（１）教育に関する事項 


近年、ＧＩＧＡスクール構想に基づく１人１台端末とクラウド環境の日常的な活用により、多くの


学校で児童生徒一人一人の個別最適な学びと、協働的な学びの一体的な充実が図られている。その一


方で、教育におけるＩＣＴ活用に否定的な意見を持つ教育関係者も少なくない。予測不能な社会の変


化に対応するためには、教育の世界においても、その「本質」を維持しつつ、「変化」を積極的に取


り入れていくことも重要で、教員養成の段階においてもその改革を一層推進しなければならない。 


このような状況の中で本学は、第４期中期計画（令和４年度から令和９年度）の（No.11）におい


て、将来教員となることを目指している学生の情報活用能力とＩＣＴ活用指導力の向上を掲げて取


り組んでいる。 


その一環として、デジタル教科書・教材・授業支援ソフトなど教育の情報化に関する体験型研修会


等を開催することにより、教職員及び学生の情報活用能力とＩＣＴ活用指導力の向上を図っている。 


主な活動内容は次のとおりである。 


 


【全学 FD「学生の ICT 活用指導力向上に向けて」】 


   本全学ＦＤでは、初めに第４期中期計画に位置付けられている ICT 活用指導力チェックリストの


目標の数値やこれまでの回答結果や推移について説明があり、続いて、教職実践演習の中での取組の


ほか、大学と附属学校との連携や特別支援の指導法の授業での取組について紹介があった。 


これらを受けて、ICT 活用指導力チェックリストの結果をあげるための方策についての提案など、


さまざまな観点から意見があり、有意義な機会となった。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


    
活発に行われた意見交流の様子 質問をする学生 
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【「産休・育休教員カムバック研修『ウェルカム GIGA！』」】 


   本企画は、GIGA スクール構想の実現に向けて児童生徒が一人一台の端末を持つようになったが、


育児休業中の本学を卒業生した教員から、しばらく学校から離れていることで、この流れについてい


けるのか、不安の声が寄せられたことがきっかけとなり、初めて実施した試みである。 


研修には、産休・育休中や職場復帰直後の小中学校教員が参加し、初めに梅田恭子学長補佐（ICT


活用指導力育成担当）から、GIGA スクール構想の説明や、実際の現場の様子を見ながら、これから


求められる力と授業の今について説明があった。 


次に行われた体験型ワークショップでは、SKYMENU Cloud と GoogleClassroom の二つの授業


支援ソフトを用いてクラウドを活用した授業の体験と探究型演習を行い、クラウド上での資料共有、


協働編集、他者参照など、より実践的な体験をすることができ、有意義な機会となった。 


本セミナーの様子は、中日新聞、朝日新聞、名古屋テレビ、東海テレビなどで紹介され、教員不足


の課題や学校現場での ICT 活用に関する関心が高まる中、本学が目指す「地域から頼られる大学」と


して、社会から求められる教育現場に寄り添った研修を実施することができた。 


 
 
 
 
 
 
 
 


【Minecraft Education 勉強会】 
マインクラフトは、世界中の子どもから大人まで人気のゲームで、教育版マインクラフトは、教材


として使えるようにしたアプリで、教育版ならではの機能もある。本体験会では、プログラミング機


能を使って、あらかじめ中池先生が用意した「世界」の中に橋を作る課題に取り組んだ。 


参加者はマインクラフトの歴史や種類などの説明を受けた後、一緒に基本的な操作を行い、マイン


クラフトで何ができるのかを理解し、ブロック 


などを用いたビジュアルプログラミングで橋を 


作る実習をした。マインクラフトで遊んだこと 


がある学生も初めての学生も楽しみながら、 


素材のブロックをいろいろと変えてカラフルな 


橋を作ったり、高さのある立体的な橋を作ったり 


するなど、頭を悩ませ、さまざまな工夫をしながら 


プログラミングを体験できる機会となった。 


  


   
講義を行う梅田恭子学長補佐 会場の様子 


マイクラ体験会の様子 
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【「GIGA 時代の新たな学び」を考える体験型セミナー】 


   グーグル合同会社 Google for Education の協力の元、「GIGA 時代の新たな学び」を考える体験型


セミナーを開催した。 


講演では、東京学芸大学教授の高橋純氏から、1 人 1 台端末の活用状況は地域によって差が大き


く、またその活用の質についても向上させなくてはならないという課題を挙げ、「一人一人の子ども


を主語にする学び」を実現するために、授業作りの考え方とその流れについて説明があった。 


その後、「Google スライド」で個人の考えをグループで共有し、参加者全員で相互参照し合うなど


の機能を活用した模擬授業のほか、「Google Jamboard」（ホワイトボードアプリ）を用いてセミナー


で学んだ内容について各自の意見を共有し整理 


しながらグループでディスカッションを体験した。 


本セミナーには、愛知県内各教育委員会の 


情報教育担当指導主事や情報教育に関心のある 


教員が参加しており、講演と体験型研修を組み 


合わせたセミナーにより、GIGA 時代の新しい 


学びについてより具体的なイメージができた 


などの感想が寄せられた。 


【全学 FD 講演会「AI 時代の新たな学びについて考える」】 


「ChatGPT」に代表される生成 AI の急速な発展により、教育の分野においても AIの活用場面が増


え、教材・学習支援ツールもさらに進化することが予想されている。このような動きを踏まえ、教育


情報化の最新動向について理解を深めるとともに、AI 時代の新たな学びについてより深く考える機


会とするため、全学 FD講演会として実施した。 


講演では、堀田教授(東北大学)から、学習の基盤となる資質・能力の一つに位置づけられる「情報


活用能力」を鍛えることの重要性や、学力向上のためには ICT 活用だけでなく授業改善も一体的に


行う必要性をあげ、積極的な校務の情報化の推進はGIGAの授業改善にもつながるとの説明があった。 


中川客員教授からは、教育で AI を扱う場合には、適切でない例と活用が考えられる例を理解し、


特に校務では積極的に活用することが望まれること、また、今後子どもたちに対する情報リテラシー


教育がますます重要になっていくことについて説明があった。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 
グループワークの様子 


  
講義を行う堀田龍也教授（東北大学） 会場の様子 
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（２）研究に関する事項 


  ① 組織整備 


本学における教育専門職の養成に関する教育の発展充実、及び教員養成大学教員の資質能力向


上に資する研究・開発を行うことを目的として、令和４年４月に教育研究創成センターを設置し


た。 


「実践教育研究部門」では、教育実習、体験活動及び教職大学院の実習等、実践に係る研究・開


発を行い、「FD 開発部門」では、教員養成大学の教員に求められる能力の分析、これに基づく全学


的なＦＤを企画、実施した。 


  ② 大学の設置目的に合致した研究へ予算配分する仕組みの整備 


本学では、広域拠点型教員養成大学であることを鑑み、より良い学校教育の実現に寄与するた


め、学校現場・地域等をフィールドとし、基礎研究のみならず現代的な課題や地域固有の課題に


関する実践的・実証的研究を積極的に進め、教育改革につながる研究成果の学校現場等への還元


を目指している。 


これまで学長の裁量により執行することができる経費を財源にして、学内に研究計画を公募し


て、採択された教員へ予算を配分してきたが、前述の目標を達成するために第４期中期目標期間


（令和４年度から令和９年度）からは、外部有識者による評価結果を予算配分に反映させる仕組


みを導入するとともに、科学研究費助成事業への申請を大学としてサポートする体制を強化して


いる。 


 


（３）医療に関する事項 


   該当なし 


 


（４）社会貢献に関する事項 


本学では、令和３年３月にビジョン、目標・戦略として「未来共創プラン」を策定し、３つの目標


と９つの戦略を掲げ、子どもと共に、学生と共に、社会と共に、附属学校園と共に、未来の教育を創


ることとしている。 


特に【戦略１】「子どもキャンパスプロジェクト」では、大学およびその周辺地域を「学び」と「遊


び」を一体化できるエリアとして、実践フィールドと実践プログラムを提供することで、「子どもの


声が聞こえるキャンパス」「地域から頼られる大学」を目指している。 


①「学び」と「遊び」が一体化したエリアへの転換 


②学生・教職員・地域の協働で多様な興味関心を広げる機会を増加 


③遠足や校外学習等の新たな目的地としての提案 


④大学に自生している竹を活用したアクティビティーの創出と関連した体験的な教科学習 


⑤大学のリソースの再発見と有効活用、課題解決の推進 


主な活動内容は次のとおりである。 
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【こどもまんなかシンポジウム】 


本シンポジウムは、国立大学が未来の教育を共に創るために、子どもの声を聴き、子どもの思いを


どのように生かす必要があるのか、参加者と共に考えることを趣旨として、豊田市、豊明市、みよし


市、刈谷市の中学校、愛知教育大学附属高校、附属岡崎中学校、附属名古屋小学校の児童生徒 90名


を含み、自治体や企業、大学生など総勢で 170 名の参加があった。 


前半は、本学教職員、院生らがファシリテーターとなり、「どのような先生が良い先生だと思うか？」


「どのようなことを学校で学びたいか？」などについて率直な意見が出され、「より良い未来の教育


を創るためには？」という問いに対して、「AIやコンピューターに依存しすぎない教育」や「多様性


に合わせた教育」などといった現代的な課題に迫る意見も多く出されていた。 


後半は、これらのグループでのディスカッションを受けて、野田学長の司会のもと、西牟田哲也氏


（愛知教育大学附属高校校長）、山本久美氏（株式会社エスワイフード代表取締役）、山本浩司氏（豊


田市教育委員会教育長）、山本かほる氏（愛知東邦大学特任教授）がパネリストとなり、意見が交わ


された。その中で、それぞれの立場から、子どもたちの意見を受けて新たに気づかされたことが率直


に語られ、こうした、子どもの意見表明や要求に対して大人世代が応答していく関係が学校をはじめ


様々な場に広げていくことがますます求められており、本シンポジウムは、その必要性を確認する良


い機会となった。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


【あつまれ！子どもキャンパス】 


   本イベントには、小学生 127 人と大学から学生・教職員 149 人の計 276 人が参加し、「愛教の馬に


会いに行こう！」、「大学生とミニ運動会！」などのプログラムを設けて開催した。 


  


 
グループディスカッションの様子 グループディスカッションの様子 


  


    
乗馬体験の様子 ミニ運動会の様子 
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【グローバル化に対応した教員養成プログラム構築】 


本取組は、教育委員会派遣の現職院生のグローバルな感覚を養うため、教職大学院に入学した教育


委員会派遣、附属学校教員などの現職教員が海外で研修できる制度を構築することである。 


令和５年６月に野田学長をはじめとする４人で中国・上海市に渡航し、上海教育国際交流協会と 


覚書を締結した。その試行的な取組みとして 10月 から 


11 月にかけて、教育委員会派遣の教職大学院生１人を 


上海の公立中高一貫校へ派遣した。派遣中は受入れ校 


の協力の下、日本語を専攻している中国人高校生に 


対して日本語で数学の授業を実施するなどの活動を 


行った。 


このような取組のほか、タイ、ドイツ、アメリカ、 


韓国、モンゴルの５カ国の海外協定機関において、 


教育現場の視察を行った。 


【教職大学院を核としたネットワークを構築】 


本学は、これまで国公私立大学との連携協定の締結を進めてきており、令和５年６月に本学と東海


学園大学、８月に中部学院大学、令和６年３月に岐阜協立大学との教員養成の高度化に関する連携協


定を締結した。 


この協定の目的は、「本学大学院への受験・入学を希望し、教員を志す学生を対象として、大学院


教育学研究科専門職学位課程（教職大学院）において、教育実践力を備えた高度専門職業人としての


教員の養成を行うこと」であり、今までに同様の協定を椙山女学園大学、愛知東邦大学、鈴鹿大学、


愛知淑徳大学、愛知大学、岡崎女子大学、南山大学、中京大学と締結してきた。令和５年度は、その


範囲を岐阜県まで広げ、連携協定大学数は 11 大学に達した。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


【「子どもキャンパスプロジェクト」使途限定基金】 


   愛知教育大学として初となるプロジェクト等使途限定基金事業「子どもキャンパスプロジェクト」


を新設し、令和５年 11月から開始した。 


プロジェクト等使途限定基金は、特定目的の事業を実施するために使途を特定した寄附金として


愛知教育大学未来基金内に設けた。募集期間は、令和５年 11 月から令和８年３月までで、250 万円


を目標額としている。集まった寄附は、プログラムの実施に必要な消耗品の調達など、その他運営に


関する諸経費などに活用することとしている。 


 
教職大学院生による中国人高校生への 


日本語での数学授業 


  
東海学園大学との協定式 岐阜協立大学との協定式 
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３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 


（１）リスク管理の状況 


   本学では、リスクの発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の回避、軽減及び移転等のリス


ク対応を図り、学長は、危機管理に関する規程で危機管理を総括する責任者として全学の危機管理体


制の充実に努めている。具体には、個別具体的な危機の未然防止及びその発生を想定した緊急時の対


処方策等を示した「危機管理マニュアル」を整備しており、対応状況等の整理・再点検に基づき、継


続的に必要な見直しを行っている。 


 
（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 


   本学の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 


  ① 個人情報の漏えい・流失に関するリスク 


教育機関における個人情報漏洩事故は社会的影響が大きく、大学においても「安全・安心な教育・


研究環境の確保」が求められている。各種要因により個人情報が漏えい・流失し、悪用されるとい


うリスクに対し、以下のとおり対策を講じている。 


   （個人情報保護セミナーの実施） 


教職員の個人情報保護に関する意識の維持・向上をはかるため、学内で個人情報保護に関するセ


ミナーを毎年度実施しており、令和５年度も実施した。 


   （個人情報保護自己点検の実施） 


教職員が個人情報保護の重要性を理解するとともに、個人情報の適切な取扱いを確認してもらう


ため、個人情報保護に関する自己点検を毎年度実施しており、令和５年度も実施した。 


   （情報セキュリティセミナーの実施） 


教職員の情報セキュリティに関する意識の維持・向上をはかるため、学内で情報セキュリティセ


ミナーを毎年度開催しており、令和５年度はセミナーの内容に個人情報漏洩に関する内容を含めて


実施した。 


  ② 大規模災害発生に関するリスク 


    大地震等の大規模災害が発生し、業務量が急激に増加し極めて膨大なものとなるとともに、対応


資源が減少、制約されるというリスクに対し、以下のとおり対策を講じている。 


（愛知教育大学大規模災害事業継続計画[ＢＣＰ]の策定） 


重要な事業を中断させず、又は中断しても可能な限り短い期間で復旧させるため、平成 28 年度


に事業継続計画（ＢＣＰ）を策定した。これにより業務の優先度による絞り込みを行い、非常時優


先業務を適切かつ迅速に実施することを可能とした。毎年度人事異動に伴う非常参集体制の変更を


中心に、現状の業務に照らし合わせた内容の更新を行っており、令和５年度も更新を行った。 


  ③ 会計業務執行に関するリスク 


  本学では、業務方法書に、「業務執行に係る決裁及び経費支出の承認に係る手順を明らかにする


とともに、役職員は、その過程における確認機能を着実に果たすものとする。」と記載しており、


会計業務については、補助金、外部資金及び附属学校経費の執行状況は毎年度監査室職員が監査を


行っているが、その他経費は、担当職員が通常業務の中で執行等の確認を行っている。 
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（不適切会計の発生と再発防止策の策定、実施） 


令和５事業年度には、本学職員が大学の予算で物品の一部を不正に購入して、自宅に持ち帰り私


物化した事案が判明した。このことは、公の機関である国立大学法人として、あってはならないこ


とであり、その再発防止には、法人をあげて対応することが必要であると認識している。 
そこで以下の対応を講じた。 
再発防止に向けて、令和６年 1月に、学長直属の「不適切会計再発防止策検討委員会」を学内に


設置し、３月末までに原因の分析・究明と再発防止策・対応策を取りまとめて役員会に報告した上


で、その内容を令和６年度早々に学内構成員に対して周知した。 


本事案が発生した原因は、物品購入手続きや予算管理業務を当該職員に任せきりにしていた体


制に加え、当該職員が予算執行手続きにおいて決裁権者になりすますことを許していた承認プロ


セスの不備などであると分析しており、それに伴い具体的に以下の対応策を策定した。本法人は、


これらの改善に向けて早急に着手したところである。 


①当該事案の多くが行われることとなった予算について、今後は廃止しその配分を行わない。 


②財務・会計システム上での ID、PW の厳格管理を行い、決裁者等へのなりすましを防止する。 


③私的流用を行いにくくするため、請求物品の必要理由を明確化する。 


④備品確認等監査業務について、回数、監査対象物品等を拡充する。 


⑤物品請求・管理関係業務を特定の人にしかわからいことを防止するため、非常勤職員も一定の


周期で人事異動を行う。 


⑥物品請求・管理関係業務を特定の人にしかわからいことを防止するため、事務室内の役割分担


を見直す。 


⑦コンプライアンス意識の醸成を図る研修を全事務職員対象に新規で行う。 


なお、これら対応策の実行は、事務局長を総括責任者とした不適切会計再発防止策実行チーム


を組織し、着実に進めることとしている。 


また、再発防止策実行進捗状況のチェック体制としては、監事による監査などを予定してい


る。 
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４．社会及び環境への配慮等の状況 


本学は、社会及び環境への配慮の方針として、「国立大学法人愛知教育大学環境方針」を定めており、


『グリーンキャンパス』の実現に向けて取り組み、SDGs の理念の浸透を目指している。また、毎年環


境報告書を作成し、自らの事業活動によって生じる環境負荷や環境に対する考え方、取り組み等を定期


的に公表することとしている。 


（１）環境理念 


国立大学法人愛知教育大学は、日々の教育研究活動をはじめとする本学の諸活動を通して、地球環


境への配慮や省エネルギーの努力を続け、環境保全や持続可能な社会の構築への貢献などの社会的役


割を果たす。 


また、教育の総合大学として、高い学識と教養を身に付け、環境問題に理解があり、環境の保全に


貢献し未来を拓く主体性のある子どもたちの教育を支え、持続可能な社会の実現に貢献できる専門職


の育成に努める。 


（２）環境方針 


本法人の基本理念に基づき、全ての構成員が協力し、以下の活動を積極的に推進する。 


① 環境に対する豊かな感性や見識を持った専門職を育成し、持続可能な社会の実現につながる環


境教育と研究の推進に取り組む。 


② 環境関連法令等を遵守し、環境への負荷を正確に把握するとともに、省エネルギー、省資源、


廃棄物の削減、資源の再利用等に係る目標を設定し、その実現に努める。 


③ 環境保全活動などの情報の公開を行い、地域社会と連携を図りながら、地域環境や地球環境の


保全、改善に貢献する。 


※詳細情報については、以下の Web サイトを参照 


 〇環境方針 


https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/outline/environmental_policy.html  
 
 
 


 
 
  〇SDGs の取組 


https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/action/sdgs.html 


                                                 


５．内部統制の運用に関する情報 


本学では、業務方法書に基づき、業務の適正を確保するための体制を整備・運用するため、内部統制


規程を定めている。内部統制規程において、法人における業務の有効性及び効率性の向上、法令等の遵


守の促進、資産の保全並びに財務報告等の信頼性を確保の４つの目的を掲げ、以下の図に示す体制で、


内部統制体制を整備している。 
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当事業年度における運用状況は以下のとおりである。 


（内部統制の推進に関する事項） 


内部統制の整備及び運用に関する定期的な状況報告に基づき、必要な改善策を検討する目的として、


内部統制委員会を設置し、役員会をもって充てている。当事業年度においては、内部統制委員会を１回


開催し、事務局の各部課が所掌する業務方法書記載事項への対応状況の点検の結果、業務執行に係る意


思決定プロセス、経費支出の承認プロセスにかかるチェックシステムの構築において懸案事項、課題が


あった旨報告があり、併せて今後の対応策についても共有を図った。 
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６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 


（１）運営費交付金債務の増減額の明細                      （単位：百万円） 


交付年度 期首残高 
交付金当 


期交付額 


当期振替額 


期末残高 運営費 


交付金 


収益 


資本 


剰余金 


小計 


令和 4 年度 73 － 60 － 60 13 


令和 5 年度 － 4,625 4,444 － 4,444 180 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 


①令和４年度交付分                            （単位：百万円） 


区分 金額 内  訳 


業務達成基準


による振替 


運営費交付金


収益 


60 ①業務達成基準を採用した事業等：教育研究環境の整備（財務


会計システム更新事業） 
②当該業務に関する損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額：－ 


 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 


ｳ)固定資産の取得額：60 百万円 


（ソフトウエア 60 百万円） 


③運営費交付金収益化額の積算根拠 


 上記事業については、本学の運営費交付金の収益化基準


（業務達成基準の取扱い）に基づき、当該年度の計画に対し


成果をあげたと認められる部分について運営費交付金債務を


収益化した。 


資本剰余金 － 


計 60 


期間進行基準 


による振替額 


 － 該当なし 


 


費用進行基準


による振替額 


 － 該当なし 


 


国立大学法人


会計基準第 72


第３項による


振替額 


 － 該当なし 


 


合計  60  


 


②令和５年度交付分                            （単位：百万円） 


区分 金額 内  訳 


業務達成基準


による振替 


運営費交付金


収益 


60 ①業務達成基準を採用した事業等：教員の養成・研修の一体


的改革推進事業、障害学生支援に関するバリアフリー設備の


整備 


②当該業務に関する損益等 


資本剰余金 － 


計 60 
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ｱ)損益計算書に計上した費用の額：60 百万円 


  (教育経費：23 百万円、人件費：22 百万円) 


 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 


ｳ)固定資産の取得額：14 百万円 


（建物附属設備 13 百万円、構築物 1 百万円） 


③運営費交付金収益化額の積算根拠 


 上記事業については、本学の運営費交付金の収益化基準


（業務達成基準の取扱い）に基づき、当該年度の計画に対し


成果をあげたと認められる部分について運営費交付金債務を


収益化した。 
期間進行基準 


による振替額 


運営費交付金


収益 


3,995 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進


行基準を採用した業務以外の全ての業務 


②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3,995 百万円 


（人件費：3,995 百万円） 
ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 
ｳ)固定資産の取得額：－ 


③運営費交付金収益化額の積算根拠 
学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当額


（10 百万円）を除き、期間進行業務に係る運営費交付金債務


を全額収益化。 


資本剰余金 － 


計 3,995 


費用進行基準


による振替額 


運営費交付金


収益 


388 ①費用進行基準を採用した事業等：移転費、建物新営設備


費、退職手当、光熱水量の補填 


②当該業務に係る損益等 


 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：388 百万円 


  (教育経費：53 百万円、研究経費：5 百万円、 


  研究支援経費：3 百万円、一般管理費：4 百万円、 


人件費：302 百万円） 


 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 


 ｳ)固定資産の取得額：－ 


③運営費交付金の振替額の積算根拠 


 業務進行に伴い支出した費用相当額に基づいて運営費交付


金債務を収益化。 


資本剰余金 － 


計 388 


国立大学法人


会計基準第 72


第３項による


振替額 


 － 該当なし 


 


合計  4,444  
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（３）運営費交付金債務残高の明細                       （単位：百万円） 


交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 


令和 4 年度 業務達成基準


を採用した業


務に係る分 


－ 該当なし 


 


期間進行基準


を採用した業


務に係る分 


13 ・学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当額とし


て繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫納付


する予定である。 


相当額 11 百万円 


・入学者が定員超過率を上回った相当額として繰越したもの。


当該債務は、中期目標期間終了時に国庫納付する予定である。 


相当額 2 百万円 


費用進行基準


を採用した業


務に係る分 


－ 該当なし 


 


計 13  


令和 5 年度 業務達成基準


を採用した業


務に係る分 


170 ・教育研究環境の整備「講堂整備事業」 
本業務は、経年により設備が老朽化している講堂舞台照明及び


機構設備の改修を行い、安全性を確保し、併せて、省エネルギ


ー化を図る事業である。令和６年度中に仕様策定、工事入札を


行い、令和７年度に改修工事の実施を予定している。 
相当額 150 百万円 


・附属岡崎中学校整備事業 
本業務は、大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施


設及び設備について、保有資産を最大限活用するため、キャ


ンパスマスタープランに基づき、附属岡崎中学校普通教室の


整備等を実施する事業である。現時点において、基本設計及


び実施設計が完了しており、令和７年３月の事業完了を予定


している。 
相当額 20 百万円 


期間進行基準


を採用した業


務に係る分 


10 ・学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当額とし


て繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時に国庫納付


する予定である。 


相当額 10 百万円 


費用進行基準


を採用した業


務に係る分 


－ 該当なし 


 


計 180  
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７．翌事業年度に係る予算                   （単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


  


 金額 
収入 8,084 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 補助金等収入 
 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 
 自己収入 
  授業料、入学金及び検定料収入 
  雑収入 
産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
目的積立金取崩 


4,614 
699 
128 


22 
2,436 
2,345 


91 
131 


54 
支出 8,084 
業務費 
 教育研究経費 
施設整備費 


 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
 長期借入金償還金 


7,222 
7,222 


721 
131 


10 
収入－支出 － 
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Ⅴ 参考情報 


１．財務諸表の科目の説明 


① 貸借対照表 


 
② 損益計算書 


有形固定資産 土地、建物、構築物、図書、工具器具備品、車両運搬具等、国立大学法人等が長期にわた


って使用する有形の固定資産。 


減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低下し、回


復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額ま


で減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 


減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 


その他の有形固定資産 美術品・収蔵品、建設仮勘定等が該当。 


その他の固定資産 無形固定資産（ソフトウェア等）、有価証券、投資その他の資産（長期性預金等）が該当。 


現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年以内に満期


又は償還日が訪れる定期預金等） の合計額。 


その他の流動資産 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 


その他の固定負債 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、長期リース債務等が該


当。 


引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職給付引


当金等が該当。 


運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 


政府出資金 国からの出資相当額。 


資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 


利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 


繰越欠損金 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 


業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 


教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 


研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 


教育研究支援経費 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究


の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利


用するものの運営に要する経費。 


人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 
一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 


財務費用 支払利息等 


運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 


学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 


その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 


臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 


目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に教育研究の


質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを行った額。 
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③ キャッシュ・フロー計算書 


 
２．その他公表資料等との関係の説明 


  事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。 
 


 
大学案内については、受験生向けの大学情報を掲載して    


いる。当資料は、本学の以下の Web サイトに掲載して 
いる。 


〇大学案内 2023 


https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/public/guide.html 
 
 
 


大学概要については、沿革、組織、学生数、進路状況            
等の情報を掲載している。当資料は、本学の以下の  
Web サイトに掲載している。 


〇大学概要 2023-2024 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/public/outline.html 


 
 


 


本学が掲げるミッションとビジョンの実現に向けた 
具体的な取組を掲載している。当資料は、本学の以下の  
Web サイトに掲載している。 


〇統合報告書 2023 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/release/integratedreport.html 


 
 
 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 


原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入等の、国


立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況。 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 


固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立の


ために行われる投資活動に係る資金の収支状況。 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 


増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、


資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況。 


資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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 文中で紹介したもの以外の事業報告書に関連する報告書等として、以下の Web サイトに資料を掲載


している。 


（Web サイト） 


〇大学 Web サイト 
https://www.aichi-edu.ac.jp/index.html 


〇大学院教育学研究科 Web サイト 
https://www.aichi-edu.ac.jp/graduate/kyoushoku/ 


〇愛知教育大学大学院・静岡大学大学院 教育学研究科 共同教科開発学専攻 
https://subdev.ed.shizuoka.ac.jp/ 


〇教科横断・探究コース 
https://www.6ikkan.aichi-edu.ac.jp/ 


〇教育研究創成センター 
https://sousei.aichi-edu.ac.jp/ 


〇教育臨床総合センター 
http://www.rinsho-center.aichi-edu.ac.jp/index.html 


〇国際交流センター 
https://www.aichi-edu.ac.jp/cie/ 


〇科学・ものづくり教育推進センター 
http://www.step.aichi-edu.ac.jp/ 


〇健康支援センター 
https://www.aichi-edu.ac.jp/kenkou/ 


〇ICT 教育基盤センター 
https://www2.auecc.aichi-edu.ac.jp/ 


〇教職キャリアセンター 
https://tc.aichi-edu.ac.jp/ 


〇外国人児童生徒支援 リソースルーム 
https://resource-room.nihongo.aichi-edu.ac.jp/ 


〇附属図書館 
https://www.auelib.aichi-edu.ac.jp/ 


〇愛知教育大学出版会 
https://www.auepres.aichi-edu.ac.jp/ 


〇愛知教育大学研究者総覧 
https://souran.aichi-edu.ac.jp/ 
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（パンフレット、チラシ） 


〇大学案内 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/public/guide.html 


〇大学概要 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/public/outline.html 


○統合報告書 
 https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/release/integratedreport.html 


〇一般広報誌「あえる AUE Letter」 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/public/pamphlet.html 


〇公開講座 
https://www.aichi-edu.ac.jp/renkei/area/lecture.html 


〇地域連携センター広報誌 ちいきの大学 
https://www.aichi-edu.ac.jp/renkei/area/chiikinodaigaku.html 


〇学校・地域支援データベース 
https://www.aichi-edu.ac.jp/renkei/area/database.html 


〇愛知教育大学未来基金 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/kikin/about.html 


 


（事例集、報告書） 


〇SCOPEⅢ 
https://tc.aichi-edu.ac.jp/?s=SCOPE 


〇大学・附属学校共同研究会報告書 
https://tc.aichi-edu.ac.jp/database/kyoudoukenkyu/ 


〇FD 活動報告書 
https://sousei.aichi-edu.ac.jp/publication/fdreport/ 


〇ファクトブック 
https://www.aichi-edu.ac.jp/intro/release/ir.html 








令和５事業年度 


 


 


決 算 報 告 書 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


自：令和 ５年 ４月 １日 


 


至：令和 ６年 ３月３１日 


 


 


 


国立大学法人愛知教育大学 







（様式２－１）


国立大学法人　愛知教育大学


（単位:百万円）


区　分 予算額 決算額
差　額


(決算－予算)
備　考


収入


　運営費交付金 4,611 4,685 74 (注１)


　　うち補正予算による追加 - 74 74


　施設整備費補助金 632 1,357 725 (注２)


　　うち補正予算による追加 - 699 699


  補助金等収入 565 564 △ 1 (注３)


　自己収入 2,393 2,447 54


　　授業料、入学料及び検定料収入 2,309 2,349 40 (注４)


　　雑収入 84 98 14 (注５)


　産学連携等研究収入及び寄附金収入等 117 126 9 (注６)


　引当金取崩額 0 1 1


　目的積立金取崩 95 87 △ 8 (注７)


計 8,413 9,267 854


支出


　業務費 7,220 6,871 △ 349


　　教育研究経費 7,220 6,871 △ 349 (注８)


　施設整備費 632 658 26 (注９)


　補助金等 434 446 12 (注１０)


　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 117 123 6 (注１１)


　長期借入金償還金 10 10 0


計 8,413 8,108 △ 305


収入－支出 - 1,159 1,159


○予算と決算の差異について


 (注１１) 　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、 (注６）に示した理由等により、予算額に
　　　　　比して決算額が6百万円多額となっています。


 (注８)　 教育研究経費については、一部事業が翌年度に繰越となったこと等により、予算額に比して決算額が
　　　　349百万円少額となっています。


 (注７)　 目的積立金取崩については、予算段階では予定していなかった計画の変更があったため、予算額に
　　　　比して決算額が8百万円少額となっています。


 (注１０) 　補助金等については、予算段階では予定していなかった交付等により、決算額が12百万円多額
　　　　　となっています。


 (注９) 　施設整備費については、予算段階では予定していなかった交付等により、決算額が26百万円多額
　　　　となっています。


令和５年度　決算報告書


 (注２）  施設整備費補助金については、予算段階では予定していなかった交付等により、予算額に比して
　　　　決算額が725百万円多額となっています。


 (注６）  産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、寄附金の獲得に努めたこと等により、予算額に
　　　　比して決算額が9百万円多額となっています。


 (注１)　 運営費交付金については、予算段階では予定していなかった交付等により、予算額に比して
　　　　決算額が74百万円多額となっています。


 (注４）  授業料、入学料及び検定料収入については、授業料及び入学料収入が見込みよりも多かったこと等
　　　　により、予算額に比して決算額が40百万円多額となっています。


 (注５)　 雑収入については、主としてネーミングライツ収入及び財産貸付料収入等が多額であったことに
　　　　より、予算額に比して決算額が14百万円多額となっています。


 (注３）  補助金等収入については、予算段階では予定していなかった計画の変更があったため、予算額に比して
　　　　決算額が1百万円少額となっています。なお、補助金等収入には授業料等減免費交付金が
　　　　118百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用しております。
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